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Ⅰ 検討事項 

携帯電話等高度化委員会（以下「委員会」という。）は、情報通信審議会諮問第 2021号「2.5GHz

帯を使用する広帯域移動無線アクセスシステムの技術的条件」（平成 18 年２月 27 日諮問）の

うち「広帯域移動無線アクセスシステムの高度化に関する技術的条件」について検討を行っ

た。 

 

Ⅱ 委員会及び作業班の構成 

委員会の構成は別表のとおりである。 

 

Ⅲ 検討経過 

委員会での検討 

① 第 17回委員会（平成 28年 1月 29日） 

委員会の運営方針及び調査の進め方について検討を行ったほか、事業者から、広帯域移

動無線アクセスシステム（BWA）の国際標準化動向、将来のサービスの展望、BWAの高度化

に向けた動向等についてプレゼンテーションが行われた。 

② 第 18回委員会（平成 28年３月 11日） 

意見の募集を行う委員会報告案のとりまとめを行った。 

③ 第 19回委員会（平成 28年５●月 10●日から 13日、電子メールにより検討） 

広帯域移動無線アクセスシステムの高度化に関する技術的条件について、提出された意

見に対する委員会の考え方及び委員会報告のとりまとめを行った。 
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Ⅳ 検討概要 

第１章 広帯域移動無線アクセスシステムの概要 

１．１ 調査開始の背景 

広帯域移動無線アクセスシステム（BWA）は、公衆向け広帯域データサービスを行う全国事

業者（全国 BWA）及びデジタル・ディバイドの解消や地域の公共サービス向上等を目的とした

地域事業者（地域 BWA）によってサービスが提供されている。 

BWA の加入数は、平成 21 年７月のサービス開始以降、増加が続いており、平成 27 年 12 月

には 3,000万加入に達し、トラヒックも増加している。今後も増加が見込まれる移動通信トラ

ヒックに対応するため、更なる高速化等が期待されており、WiMAX フォーラムや XGP フォーラ

ム等の国際的な標準化団体等においても、BWAの高度化に関する検討が進められている。 

こうした状況を踏まえ、広帯域移動無線アクセスシステム（全国 BWA及び地域 BWA）の高度

化に関する技術的条件の検討を行ったものである。 

 

図１．１－１ 我が国の携帯電話及び BWA加入数の推移 

 

 全国 BWA は、UQ コミュニケーションズ及び Wireless City Planningの２社によって、それ

ぞれ WiMAX方式、XGP 方式でサービスが提供されている。 

地域 BWA は、１市町村（社会経済活動を考慮し地域の公共サービスの向上に寄与する場合

は２以上の市町村区域）を免許対象区域とし、WiMAX 方式又は XGP 方式でサービスが提供され

ている。平成 28年５３月現在、既存 WiMAX方式については 4142事業者に、3GPP仕様を参照し

た WiMAX（3GPP参照規格）、XGP（3GPP参照規格）については８５事業者に免許されている。 

 複数の搬送波を束ねることにより高速通信を実現する「キャリアアグリゲーション」につい
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ては、平成 26 年９月に２波同時送信により伝送速度 165Mbps を実現する下りキャリアアグリ

ゲーションのサービスが開始された1。また、平成 27年 12月には 4X4 MIMOに対応した 261Mbps

のサービスが開始されている2。なお、上り伝送速度については 10Mbps（20MHz、16QAM、SIMO）

である。 

 

 

図１．１－２ 広帯域移動無線アクセスシステム 

 

１．２ 国際標準化動向 

(1) WiMAXフォーラムにおける国際標準化動向 

WiMAXフォーラムは、今後も増大が予想されるデータ通信需要に対する柔軟性を向上させるた

め、継続的に WiMAX規格の高度化を行っている。2012 年 10月、従来の WiMAX 技術との親和性を

確保し、TD-LTEで利用している技術（3GPPリリース 11に対応）を融合、共存させ、エコシステ

ム構築を目指した WiMAX フォーラムリリース 2.1 規格を策定した。また、2014 年 4 月には、リ

リース 2.0 以前のシステムとのシームレスハンドオーバー機能や負荷分散機能等を追加した

WiMAXフォーラムリリース 2.2を策定している。 

                                                
1 110Mbps（20MHz、64QAM、2X2 MIMO）と 55Mbps（10MHz、64QAM、2X2 MIMO）の２波 
2 175Mbps（20MHz、64QAM、4X4 MIMO）と 86Mbps（10MHz、64QAM、4X4 MIMO）の２波 

全国BWAの概要
＜目的＞
公衆向けの広帯域データ通信サービスを行うこと

＜サービスエリア＞
全国を対象

＜サービス開始年月＞
UQコミュニケーションズ 平成21年7月～
Wireless City Planning 平成23年11月～

＜技術方式＞
UQコミュニケーションズ

WiMAX、WiMAX（3GPP参照規格）
Wireless City Planning

XGP、XGP（3GPP参照規格）

地域BWAの概要
＜目的＞
デジタル・ディバイドの解消、地域の公共サービスの向上等当該地域の
公共の福祉の増進に寄与すること

＜免許対象区域＞
一市町村（社会経済活動を考慮し地域の公共サービスの向上に寄与する
場合は、二以上の市町村区域）

＜技術方式＞
WiMAX、WiMAX（3GPP参照規格）、XGP、XGP（3GPP参照規格）

2.5GHz帯の周波数割当状況

 BWAには、公衆向け広帯域データサービスを行う「全国BWA」と、デジタル・ディバイドの解消、
地域の公共サービス向上等のための「地域BWA」が存在。

2625-2645MHzについては、平成25年7月、
UQコミュニケーションズに対して追加割当て

地域BWAのサービスイメージ例地域BWAの対象とする地域

地域福祉の増
進・貢献

BWA：Broadband Wireless Access

WiMAX ： Worldwide Interoperability for Microwave Access

XGP ： eXtended Global Platform 

3GPP参照規格 ： 3GPPのTD-LTE仕様を参照することにより、グローバル化と互換性の確保を図った規格

インターネット

ノートパソコン
PDA端末等

都市部を中心に広域をカバーし、
中速程度の移動体にも対応

全国BWAのサービスイメージ例

《主に都市部》

2545 26452575 2592 26602535 25952582

衛星携帯
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図１．２－１ WiMAXフォーラム リリース 2.2規格の構成 

 

・R1 mode：IEEE802.16-2009標準規格をベースとした WiMAX Forum規格 

・R2 mode：IEEE802.16m-2011標準規格をベースとした WiMAX Forum規格 

・Additional Elements (AE)：3GPP標準規格をベースとした WiMAX Forum規格 

 ※リリース 2.2では、AEにシームレスハンドオーバー機能や負荷分散機能等が追加 

 

2015年 3月に 3GPPリリース 12が策定されたことを受け、2016年 1月、WiMAX フォーラムにお

いて 3GPPリリース 12に対応するため 3GPP参照規格（AE）の改訂が行われた。改訂後の WiMAX（3GPP

参照規格）では、多値変調方式である 256QAMの導入やキャリアアグリゲーションの拡張等が盛り

込まれた。 

今後も WiMAXフォーラムでは、増加する移動通信トラヒックへの対応や各機能の高度化を図る

ため、WiMAXの継続的な発展を目指していく予定である。 

 

(2) XGPフォーラムにおける国際標準化動向 

XGPの標準化を行っている業界団体である XGP フォーラムは、PHS MoU Group を前身とし（2009

年４月に名称変更）、2007年８月に PHS技術を発展させた次世代 PHSとして XGP 規格バージョン

１（XGP1）を策定した。2012年１月、3GPPの TD-LTE 仕様を参照することにより、XGP規格のグ

ローバル化と互換性の確保を図る Global modeを導入した。 

XGPフォーラム規格と 3GPP仕様の相関図を図１．２－２に示す。 

 

図１．２－２ XGPフォーラム規格の構成 

 

XGPフォーラムは Global mode導入後も、3GPP規格改訂に合わせて XGP規格の更新をしており、

2015 年９月には、3GPP リリース 12 に対応した XGP バージョン 3.2 を策定した。2015 年 12 月に

 

 

 XGP Forum規格

従来のXGP規格

（旧次世代PHS）

Global mode

（Chapter 10）

3GPP規格

参照

3GPP

Technical
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は、当該 XGPバージョン 3.2を反映した ARIB STD-T95 Version 3.4「OFDMA / TDMA TDD Broadband 

Wireless Access System (XGP)」が規格化されている。 

  

図１．２－３ XGPの標準化状況 

 

XGP バージョン 3.2 により、上りキャリアアグリゲーションの規定が追加された。なお、多値

変調方式（256QAM）については、既に導入済みである。 

今後も XGPフォーラムでは、利用シーンを見据えた各機能の高度化や経済性を意識したエコシ

ステムの強化を図るため、XGPの継続的な発展を目指していく予定である。 

 

  

  

 XGP Forum Standard ARIB Standard T95

Version Date of Issue Revision work
Supporting

3GPP release
Version Date of Issue

Ver1.1 2007.08  Established - Ver1.0 2007.12

Ver2.2 2011.04
 Harmonize with 

LTE(TDD mode)
- Ver2.0 2011.07

Ver2.3 2012.01  Global mode Release 8 Ver2.1 2012.02

Ver2.4 2012.11
 Enhanced Global mode
 Advanced technology

Release 9 Ver2.2 2012.12

Ver3.0 2013.05
 Enhanced Global mode
 Advanced technology

Release 10
Ver3.0
Ver3.1

2013.07
2014.03

Ver3.1 2014.02
 Enhanced Global mode
 Advanced technology

Release 11
Ver3.2
Ver3.3

2014.07
2015.03

Ver3.2 2015.09
 Enhanced Global mode
 Advanced technology

Release 12 Ver3.4 2015.12
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第２章 広帯域移動無線アクセスシステムの高度化技術 

２．１ 上りキャリアアグリゲーション 

２．１．１ 技術概要 

上りキャリアアグリゲーションは、陸上移動局から複数の搬送波を同時に送信し、基地局がそ

れらの搬送波を同時受信することで実現される。上りキャリアアグリゲーションについては、図

２．１．１－１のとおり、 

① 同一周波数帯における連続する搬送波の送信 

② 同一周波数帯における不連続な搬送波の送信 

③ 異なる周波数帯における搬送波の送信 

の３つのケースがある。今回は、同一周波数帯（2.5GHz帯）における①及び②について検討を

行う。 

 

図２．１．１－１ 上りキャリアアグリゲーションの概要 

 

２．１．２ 他システムとの干渉検討の考え方 

上りキャリアアグリゲーションを行う場合の空中線電力、不要発射強度等の送信パラメータを

以下のとおりとして干渉検討を行った。 

・空中線電力 

同時に送信される複数の搬送波の空中線電力の総和： 200mW以下（１波で送信する場合の最大

空中線電力と同等） 

・不要発射強度 

    ✓連続する搬送波を束ねる場合 

       ア 合計占有周波数帯幅が 20MHz以下の場合：合計占有周波数帯幅の搬送波を１波で送信

する場合と同等 

イ 合計占有周波数帯幅が 20MHzを超える場合：合計占有周波数帯幅の搬送波を１波で送

信する場合の規定が存在しない 

    ✓不連続な搬送波を束ねる場合：各搬送波を１波ずつ送信する場合と同等 

 

①の上りキャリアアグリゲーションを行う場合であって、合計占有周波数帯幅が 20MHz

以下となる場合、不要発射強度等の値は従前の１波あたりの規定と同等となる。 

②及び③の上りキャリアアグリゲーションを行う場合、不要発射強度等の干渉検討に用

いる送信パラメータに変更を及ぼさない。 

本項では、①の上りキャリアアグリゲーションを行う場合であって、合計占有周波数帯幅

f

Ｘ帯域

不連続な搬送波

f

Ｘ帯域 Ｙ帯域

f

同一周波数帯における連続する搬送波

連続する搬送波

異なる周波数帯における搬送波同一周波数帯における不連続な搬送波

Ｘ帯域
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が 20MHz を超える場合の他システム（N-Star 及び広帯域移動無線アクセスシステム）との

干渉検討を（１）及び（２）のとおり行い、不要発射強度等の干渉検討に用いる送信パラメ

ータに変更を及ぼさないことが確認された。 

以上から、上りキャリアアグリゲーションについて、連続する搬送波を束ねる場合の合計

占有周波数帯幅が 20MHzを超える場合を含め、これまでの干渉検討の内容でカバーされてい

ることから、新たな干渉調査は不要である。 

 

(1) N-Starとの干渉検討 

ア  N-Star（下り）との干渉検討 

 

図２．１．２－２ BWAから N-Star（下り）への干渉経路 

 

過去の情報通信審議会においては、BWA 陸上移動局から N-Star（下り）への不要発射

強度を-25dBm/MHzと仮定して干渉検討を行い、当該値以下であれば共用可能と結論付けて

いる。 

他方、今回検討している同一周波数帯における連続する搬送波の送信を行う場合の不

要発射強度については、XGP フォーラム規格では、図２．１－３に示す帯域外領域におけ

る不要発射強度の許容値（赤線）及びスプリアス領域における不要発射強度の許容値（緑

線）のうち低い方を満たすものとして仕様化されている。仮に 2,545～2,575MHzにおいて

10MHz+20MHz システムの送信を行う場合（N-Star（下り）への不要発射強度が最も大きく

なる最悪ケース）は、2,505～2,530MHz における不要発射強度は-30dBm/MHz 以下、2,530

～2,535MHzにおける不要発射強度は-25dBm/MHz以下でなければならないことになる。 

即ち、2,545～2,575MHzにおいて 10MHz+20MHzシステムの送信を行う場合の N-Star（下

り）への不要発射強度（最大-25dBm/MHz）は、過去の情報通信審議会において共用可能で

あるとされた不要発射強度（-25dBm/MHz）と同等以下になる。 

このため、10MHz+20MHz システムを導入したとしても N-Star（下り）への干渉の影響

はない。 

  

 

BWA基地局
BWA陸上移動局

N-Star衛星局
N-Star

衛星地球局
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図２．１．２－３ 全国 BWA帯域（WCP）から N-Star(下り)帯域への不要発射強度 

 

イ N-Star（上り）との干渉検討 

 

図２．１．２－４ BWAから N-Star（上り）への干渉経路 

 

過去の情報通信審議会においては、BWA 陸上移動局から N-Star（上り）への不要発射

強度を-13dBm/MHzと仮定して干渉検討を行い、当該値以下であれば共用可能と結論付けて

いる。 

他方、今回検討している同一周波数帯における連続する搬送波の送信を行う場合の不

要発射強度については、WiMAX フォーラム規格では、図２．１．２－３に示す帯域外領域

2535

0

単位：dBm/MHz

-5

-10

-30

-25

-20

-15

2505

N-STAR
↓

2545 25752515 2525 2555 2565

BN=20MHz

4.76dBm/29.9MHz
→-10dBm/MHz

-25dBm/MHz

-13dBm/MHz

3dBm/20MHz
→-10dBm/MHz

-25dBm/MHz

-30dBm/MHz

干渉検討に用いた
不要発射強度の値
（-25dBm/MHz）

BN=20MHzBN=10MHz

帯域外領域における不要発射強度の許容値
（20MHz幅の1波を送信した場合(従来の規定)）

帯域外領域における不要発射強度の許容値
（10MHz幅と20MHz幅の連続する2波をCA送信した場合(今回追加する規定)）

スプリアス領域における不要発射強度の許容値

 

N-Star衛星局
N-Star衛星地球局

BWA基地局
BWA陸上移動局
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における不要発射強度の許容値（赤線）及びスプリアス領域における不要発射強度の許容

値（緑線）のうち低い方を満たすものとして仕様化されている。仮に 2,605～2,645MHzに

おいて 20MHz+20MHzシステムの送信を行う場合（N-Star（上り）への不要発射強度が最も

大きくなる最悪ケース）は、2,660～2,685MHz における不要発射強度は-13dBm/MHz 以下、

2,685～2,690MHzにおける不要発射強度は-25dBm/MHz以下でなければならないことになる。 

即ち、2,605～2,645MHzにおいて 20MHz+20MHzシステムの送信を行う場合の N-Star（上

り）に対する不要発射強度（最大-13dBm/MHz）は、過去の情報通信審議会において共用可

能であるとされた不要発射強度（-13dBm/MHz）と同等以下になる。 

このため、20MHz+20MHz システムを導入したとしても N-Star（上り）への干渉の影響

はない。 

 

 

図２．１．２－５ 全国 BWA帯域（UQ）から N-STAR(上り)帯域への不要発射強度 

 

(2) 広帯域移動無線アクセスシステム相互間の干渉検討 

ア 同一周波数を使用する同期／非同期 BWA相互間の干渉検討 

空中線電力や空中線利得等、干渉検討に用いる送信パラメータに変更を及ぼさない。こ

のため、これまでの干渉検討の内容でカバーされていることから、新たな干渉調査は不要で

ある。 

イ 隣接周波数を使用する同期／非同期 BWA相互間の干渉検討 

2645

BN=20MHz
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単位：dBm/MHz

0
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-４0

-30

-20

-30dBm/MHz

6dBm/39.8MHz
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26252605

2660 2690
N-STAR
↑

-13dBm/MHz

-25dBm/MHzBN=20MHz BN=20MHz

-13dBm/MHz

2665 26852615 2635 2655 2675

干渉検討に用いた
不要発射強度の値
（-13dBm/MHz）

帯域外領域における不要発射強度の許容値
（20MHz幅の1波を送信した場合(従来の規定)）

帯域外領域における不要発射強度の許容値
（20MHz幅の連続する2波をCA送信した場合(今回追加する規定)）

スプリアス領域における不要発射強度の許容値
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図２．１．２－６ 隣接周波数を使用する BWA相互間の干渉経路 

 

(ｱ) BWA間で同期がとれている場合 

携帯電話等高度化委員会報告（平成 24 年４月 25日「４．３．１．２ XGP からモバ

イル WiMAXへの与干渉」）で示されている事業者間調整がなされた場合は、隣接周波数を

使用する BWA間でガードバンドを設けずに共用可能である。 

 

(ｲ) BWA間で同期がとれていない場合 

① 全国 BWAから地域 BWAへの干渉検討 

過去の情報通信審議会においては、BWA陸上移動局（全国 BWA）から BWA基地局又は

BWA陸上移動局（地域 BWA）への不要発射強度を-20dBm/MHzと仮定して干渉検討を行っ

た。その際、与干渉移動局マスクの実力値で 10dB程度の改善が見込まれることを考慮

し、既に規定されていた次世代 PHS の不要発射強度の値である-10dBm/MHz 以下であれ

ば共用可能と結論付けている。 

他方、今回検討している同一周波数帯における連続する搬送波の送信を行う場合の

不要発射強度については、XGP フォーラム規格又は WiMAX フォーラム規格では、図２．

１．２－７又は図２．１．２－８に示す帯域外領域における不要発射強度の許容値（赤

線）及びスプリアス領域における不要発射強度の許容値（緑線）のうち、低い方を満

たすものとして仕様化されている。仮に 2,545～2,575MHz において 10MHz+20MHz シス

テムの送信を行う場合（地域 BWA帯域に対する不要発射が最も大きくなる最悪ケース）

は、2,675～2,680MHzにおける不要発射強度は-10dBm/MHz以下、2,680～2,695MHzにお

ける不要発射強度は-13dBm/MHz以下でなければならないことになる。  

即ち、2,545～2,575MHzにおいて 10MHz+20MHzシステムの送信を行う場合の地域 BWA帯

域に対する不要発射強度（最大-13dBm/MHz）は、過去の情報通信審議会において共用

可能であるとされた不要発射強度（-10dBm/MHz）と同等以下になる。 

このため、全国 BWAから地域 BWAへの干渉の影響はない。 

 

 

 

BWA基地局
（事業者A）

BWA陸上移動局
（事業者A）

BWA基地局
（事業者B）

BWA陸上移動局
（事業者B）
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図２．１．２－７ 全国 BWA 帯域（WCP）から地域 BWA帯域への不要発射強度 

 

  

図２．１．２－８ 全国 BWA 帯域（UQ）から地域 BWA帯域への不要発射強度 
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② 地域 BWAから全国 BWAへの干渉検討 

地域 BWA が利用可能な帯域は最大 10MHz 幅（ガードバンドが必要）となるが、干渉

に関わる不要発射強度等の値は、従前の規定の範囲内に収まるものであり、これまで

の干渉検討の内容でカバーされていることから、新たな干渉調査は不要である。 

 

２．１．３ 電波防護指針に関する検討 

移動局については、無線設備規則第 14 条の２で規定している人体における比吸収率（SAR）

の許容値の規定を満たす必要がある。 

同条においては、「同時に複数の電波を発射する機能を有する広帯域移動無線アクセスシス

テムの陸上移動局の無線設備」についても規定されており、上りキャリアアグリゲーションに

も対応した規定となっている。 

その際、上りキャリアアグリゲーションを行う場合の空中線電力の総和の最大値は１波の場

合と同等であることから、上りキャリアアグリゲーションを行う場合の電波防護指針への適合

性について、新たな検討は不要である。 
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２．２ 多値変調方式（256QAM） 

２．２．１ 技術概要 

3GPP リリース 12 では、下り方向（基地局送信→陸上移動局受信）の伝送速度の更なる高速

化のため、256QAM が追加された。256QAM を導入することにより、理論上の最大伝送速度は、

従来の 64QAMの場合に比較して約 1.33倍の高速化が可能となる。 

WiMAX フォーラムにおいても、3GPP リリース 12 に対応した WiMAX（3GPP 参照規格）の改訂

が行われ、256QAMが追加された。XGPについては既に導入済みである。  

 

図２．２－１ 256QAM化の概要 

 

２．２．２ 他システムとの干渉検討の考え方 

変調方式の多値化は、不要発射強度等の干渉検討に用いる送信パラメータに変更を及ぼさ

ない。 

このため、256QAM について、これまでの干渉検討の内容でカバーされていることから、新

たな干渉調査は不要である。 

 

２．２．３ 電波防護指針に関する検討 

基地局については、電波法施行規則第 21 条の３の電波の強度に対する安全施設の規定を、

移動局については、無線設備規則第 14 条の２で規定している人体における比吸収率（SAR）

の許容値の規定を満たす必要がある。 

変調方式の多値化は、空中線電力の最大値に変更を及ぼさないため、新たな検討は不要で

ある。 

 

  

変調方式 64QAM
（6bit / symbol）

変調方式 256QAM
（8bit / symbol）

256QAMにより、
約1.33倍高速化
（ 64QAM 比）

64QAM 256QAM
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第３章 広帯域移動無線アクセスシステムの技術的条件 

３．１ WiMAX（3GPP参照規格）の技術的条件 

３．１．１ 一般的条件（無線諸元・システム設計上の条件） 

無線設備の種別は以下のとおりと想定する。 

① 移動局 

② 基地局 

③ 中継局（基地局と移動局との間の通信を中継する無線局） 

中継局の技術的条件については、基地局対向は移動局の技術的条件、移動局対向は基

地局の技術的条件を準用する。 

④ 小電力レピータ 

 

(1) 通信方式 

ア 通信方式：TDD方式 

イ 中継方式 

中継方式 非再生中継方式 再生中継方式 

中継周波数 同一周波数 異周波数 同一周波数 異周波数 

構成 一体型または分離型 一体型または分離型 

 

(2) 多重化方式 

ア 基地局（下り回線） 

OFDM及び TDMの複合方式又は OFDM、TDM及び SDMの複合方式 

イ 移動局（上り回線） 

SC-FDMA及び TDMAの複合方式若しくは SC-FDMA、TDMA及び SDMAの複合方式 

ウ 小電力レピータ（移動局対向）（再生中継方式のみ適用） 

OFDM及び TDMの複合方式又は OFDM、TDM及び SDMの複合方式 

エ 小電力レピータ（基地局対向）（再生中継方式のみ適用） 

SC-FDMA及び TDMAの複合方式若しくは SC-FDMA、TDMA及び SDMAの複合方式 

 

(3) 変調方式 

ア 基地局及び移動局 

BPSK、QPSK、16QAM、64QAM、256QAM 

イ 小電力レピータ（再生中継方式のみ適用） 

BPSK、QPSK、16QAM、64QAM、256QAM 

 

(4) 送信同期 

ア 基地局及び移動局 
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Ａ 送信バースト繰り返し周期 

5ms ± 10μs以内又は 10ms ± 10μs 以内 

Ｂ 送信バースト長 

移動局：1000×Nμs以内 

基地局：1000×Mμs以内 

ただし、M+N は、5、10であること。（N、M は正の数 ※小数も含む） 

Ｃ 下り／上り比率 

M：N 

 

イ 小電力レピータ（再生中継方式のみ適用） 

Ａ 送信バースト繰り返し周期 

5ms ± 10μs以内又は 10ms ± 10μs 以内 

Ｂ 送信バースト長 

基地局対向：1000×Nμs以内 

移動局対向：1000×Mμs以内 

ただし、M+N は、5、10であること。（N、M は正の数 ※小数も含む） 

Ｃ 下り／上り比率 

M：N 

 

(5) 認証・秘匿・情報セキュリティ 

不正使用を防止するための移動局装置固有の番号付与、認証手順の適用、通信情報に対す

る秘匿機能の運用等を必要に応じて講じること。 

 

(6) 電磁環境対策 

移動局と自動車用電子機器や医療用電子機器との相互の電磁干渉に対しては、十分な配慮

が払われていること。 

 

(7) 電波防護指針への適合 

移動局等、電波を使用する機器については、電波法施行規則第 21 条の３及び無線設備規

則第 14条の２に適合すること。 

 

(8) 移動局識別番号 

移動局の識別番号の付与、送出の手順はユーザによるネットワークの自由な選択、ローミ

ング、通信のセキュリティ確保、無線局の監理等について十分配慮して定められることが望

ましい。 

 

(9) 移動局送信装置の異常時の電波発射停止 

次の機能が同時に独立してなされること。 
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ア 基地局が移動局の異常を検出した場合、基地局は移動局に送信停止を要求すること。 

イ 移動局自身がその異常を検出した場合、異常検出タイマのタイムアウトにより移動局

自身が送信を停止すること。 

 

(10) システム設計上の条件（小電力レピータ非再生中継方式のみ適用） 

１基地局（=１セル）当たりの本レピータの最大収容可能局数は 100 局を目安とする。 

 

３．１．２ 無線設備の技術的条件 

(1) 送信装置 

ア キャリアアグリゲーション 

搬送波が隣接しないキャリアアグリゲーションで送信する場合は、隣接チャネル漏洩

電力、帯域外領域における不要発射の強度及びスプリアス領域における不要発射の強度に

ついて、最大の数の搬送波を同時に発射した状態で、搬送波間において、同時発射される

全搬送波の技術的条件として定められた許容値のうち、最も高い値を満たすこと。 

移動局については、キャリアアグリゲーションで送信可能な搬送波の組合せで送信した

状態において、搬送波ごとにイからスに定める技術的条件を満たすこととする。ただし、

それぞれの項目において別に定めがある場合は、この限りでない。 

周波数帯及び搬送波数について、移動局において搬送波が隣接しないキャリアアグリゲ

ーションで送信する場合については規定しない。搬送波が隣接するキャリアアグリゲーシ

ョンで送信する場合は、搬送波数は２とする。基地局については規定しない。 

 

イ 周波数の偏差 

移動局： 3×10-6以内 

基地局： 3×10-6以内 

小電力レピータ：3×10-6以内 

 

ウ 占有周波数帯幅 

(ｱ) 移動局 

10MHzシステム：10MHz以下 

20MHzシステム：20MHz以下 

 

搬送波が隣接するキャリアアグリゲーションで送信する場合は、搬送波の組合せ毎

にそれぞれ次に示す周波数帯幅の中に、発射される全平均電力の 99％が含まれること。 

 

10MHz+10MHz システム：19.9MHz以下 

10MHz+20MHz システム：29.9MHz以下 

20MHz+20MHz システム：39.8MHz以下 
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(ｲ) 基地局 

10MHzシステム：10MHz以下 

20MHzシステム：20MHz以下 

 

(ｳ) 小電力レピータ 

10MHzシステム：10MHz以下 

20MHzシステム：20MHz以下 

 

基地局対向について、搬送波が隣接するキャリアアグリゲーションで送信する場合

は、搬送波の組合せ毎にそれぞれ次に示す幅以下の中に、発射される全平均電力の 99％

が含まれること。 

 

10MHz+10MHz システム：19.9MHz以下 

10MHz+20MHz システム：29.9MHz以下 

20MHz+20MHz システム：39.8MHz以下 

 

エ 空中線電力 

(ｱ) 移動局： 200mW 以下 

キャリアアグリゲーションで送信する場合は全搬送波の空中線電力の総和、空間多

重方式とキャリアアグリゲーションを併用して送信する場合は各空中線端子及び全搬

送波の総電力について、いずれも 200mW以下であること。 

 

(ｲ) 基地局： 

10MHzシステム：20W以下 

20MHzシステム：40W以下 

 

(ｳ) 小電力レピータ 

・再生中継方式 

移動局対向、基地局対向とも全搬送波の総電力は 600mW以下とする。 

1搬送波あたりの電力は 200mW以下であること。 

・非再生中継方式 

移動局対向、基地局対向とも全搬送波の総電力は 200mW以下とする。 

 

オ 空中線電力の許容偏差 

移動局： +87%、-79% 

基地局： +87%、-47% 

小電力レピータ： +87%、-47% 
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カ 隣接チャネル漏洩電力 

(ｱ) 移動局 

表３．１．２－１に示すシステム毎に、それぞれの許容値以下であること。 

 

表３．１．２－１ 隣接チャネル漏えい電力（移動局） 

システム 離調周波数 許容値 参照帯域幅 

10MHzシステム 10MHz 2dBm 10MHz 

20MHzシステム 20MHz 3dBm 20MHz 

 

搬送波が隣接するキャリアアグリゲーションで送信する場合は、隣接する２つの搬

送波の送信周波数帯域の中心周波数から離調周波数分だけ離れた周波数を中心周波数

とする参照帯域幅分の値が表３．１．２－２に示す許容値以下であること。なお、通

信にあたって移動局に割り当てる周波数の範囲（リソースブロック）を基地局の制御

によって制限し、あるいは送信電力を基地局や移動局の制御によって制限すること又

はそれらの組合せの制御によって制限することで、その条件での許容値とすることが

できる。 

 

表３．１．２－２ 隣接チャネル漏えい電力（移動局）キャリアアグリゲーション 

システム 離調周波数 許容値 参照帯域幅 

10MHz+10MHz 

システム 
19.9MHz 3dBm 19.9MHz 

10MHz+20MHz 

システム 
29.9MHz 4.76dBm 29.9MHz 

20MHz+20MHz 

システム 
39.8MHz 6dBm 39.8MHz 

 

(ｲ) 基地局 

表３．１．２－３に示すシステム毎に、それぞれの許容値以下であること。 

一の送信装置において複数の搬送波を同時に送信する場合にあっては、最も下側の

搬送波の下側及び最も上側の搬送波の上側において、本規定を満足すること。 

 

表３．１．２－３ 隣接チャネル漏えい電力（基地局） 

システム 離調周波数 許容値 参照帯域幅 

10MHzシステム 10MHz 3dBm 10MHz 

20MHzシステム 20MHz 6dBm 20MHz 

 

(ｳ) 小電力レピータ 

表３．１．２－４に示すシステム毎に、それぞれの許容値以下であること。 
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表３．１．２－４ 隣接チャネル漏えい電力（小電力レピータ）基本 

システム 離調周波数 許容値 参照帯域幅 

10MHzシステム 10MHz 2dBm 10MHz 

20MHzシステム 20MHz 3dBm 20MHz 

 

基地局対向について、搬送波が隣接するキャリアアグリゲーションで送信する場合

は、隣接する２つの搬送波の送信周波数帯域の中心周波数から離調周波数分だけ離れ

た周波数を中心周波数とする参照帯域幅分の値が表３．１．２－５に示す許容値以下

であること。なお、通信にあたって小電力レピータに割り当てる周波数の範囲（リソ

ースブロック）を基地局の制御によって制限し、あるいは送信電力を基地局や小電力

レピータの制御によって制限すること又はそれらの組合せの制御によって制限するこ

とで、その条件での許容値とすることができる。 

 

表３．１．２－５ 隣接チャネル漏えい電力（小電力レピータ）キャリアアグリゲーション 

システム 離調周波数 許容値 参照帯域幅 

10MHz+10MHz 

システム 
19.9MHz 3dBm 19.9MHz 

10MHz+20MHz 

システム 
29.9MHz 4.76dBm 29.9MHz 

20MHz+20MHz 

システム 
39.8MHz 6dBm 39.8MHz 

    

キ スペクトラムマスク 

(ｱ) 移動局 

送信周波数帯の中心周波数から不要発射の強度の測定帯域の中心周波数までの離調

周波数に対して、システム毎に表３．１．２－６に示す許容値以下であること。 

 

表３．１．２－６ スペクトラムマスク（移動局） 

システム 離調周波数 許容値 

10MHzシステム 
15MHz以上 20MHz 未満 -25dBm/MHz 

20MHz以上 25MHz 未満 -30dBm/MHz 

20MHzシステム 
30MHz以上 35MHz 未満 -25dBm/MHz 

35MHz以上 50MHz 未満 -30dBm/MHz 

 

搬送波が隣接しないキャリアアグリゲーションで送信する場合、各搬送波の不要発

射の強度の測定帯域が重複する場合は、どちらか高い方の許容値を適用する。また、

各搬送波の不要発射の強度の測定帯域が他方の搬送波の送信周波数帯域と重複する場

合、その周波数範囲においては本規定を適用しない。 

 

搬送波が隣接するキャリアアグリゲーションで送信する場合は、表３．１．２－７

に示す許容値以下であること。なお、通信にあたって移動局に割り当てる周波数の範
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囲（リソースブロック）を基地局の制御によって制限し、あるいは送信電力を基地局

や移動局の制御によって制限すること又はそれらの組合せの制御によって制限するこ

とで、その条件での許容値とすることができる。 

 

表３．１．２－７ スペクトラムマスク（移動局）キャリアアグリゲーション 

システム 離調周波数 許容値 

10MHz+10MHz 

システム 

14.95MHz以上 29.85MHz未満 -13dBm/MHz 

29.85MHz以上 34.85MHz未満 -25dBm/MHz 

10MHz+20MHz 

システム 

19.95MHz以上 44.85MHz未満 -13dBm/MHz 

44.85MHz以上 49.85MHz未満 -25dBm/MHz 

20MHz+20MHz 

システム 

24.9MHz以上 59.7MHz 未満 -13dBm/MHz 

59.7MHz以上 64.7MHz 未満 -25dBm/MHz 

 

(ｲ) 基地局 

送信周波数帯の端（不要発射の強度の測定帯域に近い端に限る。）からの離調周波数

に対して、システム毎に表３．１．２－８に示す許容値以下であること。 

一の送信装置において複数の搬送波を同時に送信する場合にあっては、最も下側の

搬送波の下側及び最も上側の搬送波の上側において、本規定を満足すること。 

 

表３．１．２－８ スペクトラムマスク（基地局） 

システム 離調周波数 許容値 

10MHzシステム 15MHz以上 25MHz 未満 -22dBm/MHz 

20MHzシステム 30MHz以上 50MHz 未満 -22dBm/MHz 

 

(ｳ) 小電力レピータ 

送信周波数帯の端（不要発射の強度の測定帯域に近い端に限る。）からの離調周波数

に対して、システム毎に表３．１．２－９に示す許容値以下であること。  

 

表３．１．２－９ スペクトラムマスク（小電力レピータ） 

システム 離調周波数 許容値 

10MHzシステム 
15MHz以上 20MHz 未満 -25dBm/MHz 

20MHz以上 25MHz 未満 -30dBm/MHz 

20MHzシステム 
30MHz以上 35MHz 未満 -25dBm/MHz 

35MHz以上 50MHz 未満 -30dBm/MHz 

 

搬送波が隣接しないキャリアアグリゲーションで送信する場合、各搬送波の不要発

射の強度の測定帯域が重複する場合は、どちらか高い方の許容値を適用する。また、

各搬送波の不要発射の強度の測定帯域が他方の搬送波の送信周波数帯域と重複する場

合、その周波数範囲においては本規定を適用しない。 
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基地局対向について、搬送波が隣接するキャリアアグリゲーションで送信する場合

は、表３．１．２－１０に示す許容値以下であること。なお、通信にあたって小電力

レピータに割り当てる周波数の範囲（リソースブロック）を基地局の制御によって制

限し、あるいは送信電力を基地局や小電力レピータの制御によって制限すること又は

それらの組合せの制御によって制限することで、その条件での許容値とすることがで

きる。 

 

表３．１．２－１０ スペクトラムマスク（小電力レピータ）キャリアアグリゲーション 

システム 離調周波数 許容値 

10MHz+10MHz 

システム 

14.95MHz以上 29.85MHz未満 -13dBm/MHz 

29.85MHz以上 34.85MHz未満 -25dBm/MHz 

10MHz+20MHz 

システム 

19.95MHz以上 44.85MHz未満 -13dBm/MHz 

44.85MHz以上 49.85MHz未満 -25dBm/MHz 

20MHz+20MHz 

システム 

24.9MHz以上 59.7MHz 未満 -13dBm/MHz 

59.7MHz以上 64.7MHz 未満 -25dBm/MHz 

 

ク スプリアス領域における不要発射の強度 

(ｱ) 移動局 

表３．１．２－１１に示す許容値以下であること。なお、通信にあたって移動局に

割り当てる周波数の範囲（リソースブロック）を基地局の制御によって制限し、ある

いは送信電力を基地局や移動局の制御によって制限すること又はそれらの組合せの制

御によって制限することで、その条件での許容値とすることができる。 

 

表３．１．２－１１ スプリアス領域における不要発射の強度の許容値（移動局） 

周波数範囲 許容値 参照帯域幅 

９kHz以上150kHz未満 -13dBm １kHz 

150kHz以上30MHz未満 -13dBm 10kHz 

30MHz以上1000MHz未満 -13dBm 100kHz 

1000MHz以上2505MHz未満 -13dBm １MHz 

2505MHz以上2530MHz未満 -30dBm １MHz 

2530MHz以上2535MHz未満 -25dBm １MHz 

2535MHz以上2655MHz未満＊ -30dBm １MHz 

2655MHz以上 -13dBm １MHz 

＊ 上記のうち 2535MHz から 2655MHzまでの値は、搬送波の中心周波数から占有周波

数帯幅の 2.5倍以上の範囲に適用する。 

 

搬送波が隣接しないキャリアアグリゲーションで送信する場合、一の搬送波のスプ

リアス領域が他の搬送波の送信周波数帯域及び帯域外領域と重複する場合は、当該周

波数範囲においては本規定を適用しない。 
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(ｲ) 基地局 

表３．１．２－１２に示す許容値以下であること。 

一の送信装置において複数の搬送波を同時に送信する場合にあっては、最も下側の

搬送波の下側及び最も上側の搬送波の上側において、本規定を満足すること。 

 

表３．１．２－１２ スプリアス領域における不要発射の強度の許容値（基地局） 

周波数範囲 許容値 参照帯域幅 

９kHz以上150kHz未満 -13dBm １kHz 

150kHz以上30MHz未満 -13dBm 10kHz 

30MHz以上1000MHz未満 -13dBm 100kHz 

1000MHz以上2505MHz未満 -13dBm １MHz 

2505MHz以上2535MHz未満 -42dBm １MHz 

2535MHz以上2655MHz未満＊ -22dBm １MHz 

2655MHz以上 -13dBm １MHz 

＊ 上記のうち 2535MHzから 2655MHzまでの値は、搬送波の中心周波数から占有周波

数帯幅の 2.5倍以上の範囲に適用する。 

 

(ｳ) 小電力レピータ 

表３．１．２－１３に示す許容値以下であること。なお、通信にあたって小電力レ

ピータに割り当てる周波数の範囲（リソースブロック）を基地局の制御によって制限

し、あるいは送信電力を基地局や小電力レピータの制御によって制限すること又はそ

れらの組合せの制御によって制限することで、その条件での許容値とすることができ

る。 

 

表３．１．２－１３ スプリアス領域における不要発射の強度の許容値（小電力レピータ） 

周波数範囲 許容値 参照帯域幅 

９kHz以上150kHz未満 -13dBm １kHz 

150kHz以上30MHz未満 -13dBm 10kHz 

30MHz以上1000MHz未満 -13dBm 100kHz 

1000MHz以上2505MHz未満 -13dBm １MHz 

2505MHz以上2530MHz未満 -30dBm １MHz 

2530MHz以上2535MHz未満 -25dBm １MHz 

2535MHz以上2655MHz未満＊ -30dBm １MHz 

2655MHz以上 -13dBm １MHz 

＊ 上記のうち 2535MHzから 2655MHzまでの値は、搬送波の中心周波数から占有周波

数帯幅の 2.5倍以上の範囲に適用する。 

 

搬送波が隣接しないキャリアアグリゲーションで送信する場合、一の搬送波のスプ

リアス領域が他の搬送波の送信周波数帯域及び帯域外領域と重複する場合は、当該周

波数範囲においては本規定を適用しない。 
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ケ 送信装置の相互変調特性 

(ｱ) 基地局 

希望波を定格出力で送信した状態で、希望波から１チャネル及び２チャネル離れた

妨害波を希望波の定格出力より 30dB 低い送信電力で加えた場合において発生する相

互変調波の電力が、不要発射の強度の許容値及び隣接チャネル漏洩電力の許容値以下

であること。 

(ｲ) 中継局 

基地局と同様とする。 

 

コ 搬送波を送信していないときの漏洩電力 

(ｱ) 移動局 

-30dBm以下 

(ｲ) 基地局 

-30dBm以下 

(ｳ) 小電力レピータ 

-30dBm以下 

 

サ 送信空中線絶対利得 

(ｱ) 移動局 

4dBi以下 

(ｲ) 基地局 

17dBi以下 

(ｳ) 小電力レピータ 

4dBi以下 

 

シ 筐体輻射 

受信待受状態において、等価等方輻射電力にて、 

・1GHz未満のとき 4nW以下 

・1GHz以上のとき 20nW以下 

であること。 

 

ス 帯域外利得（小電力レピータ非再生中継方式のみ適用） 

・割当周波数帯域端から 5MHz離れた周波数において、利得 35dB以下であること。 

・割当周波数帯域端から 10MHz離れた周波数において、利得 20dB以下であること。 

・割当周波数帯域端から 40MHz離れた周波数において、利得 0dB以下であること。 

 

(2) 受信装置 

ア キャリアアグリゲーション 
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移動局及び小電力レピータ（基地局対向）については、キャリアアグリゲーションで

受信可能な搬送波の組合せで受信した状態において、搬送波ごとにイからオに定める技術

的条件を満たすこととする。ただし、それぞれの項目において別に定めがある場合は、こ

の限りでない。 

 

イ 受信感度 

受信感度は、QPSK で変調された信号を規定の品質（最大スループットの 95%以上）で

受信するために必要な空中線端子で測定した最小受信電力であり静特性下において以下

に示す値（基準感度）以下であること。 

静特性 

移動局： -94dBm 以下 

基地局： -101.5dBm 以下 

小電力レピータ：-94dBm以下（再生中継方式のみ適用） 

 

ウ スプリアスレスポンス 

スプリアスレスポンスは、一の無変調妨害波存在下で希望信号を受信する受信機能力

の尺度であり、以下の条件で希望波と無変調妨害波を加えたとき、QPSK で変調された信号

を規定の品質（最大スループットの 95%以上）で受信できること。 

静特性 

移動局：希望波 基準感度+9dB、無変調妨害波：-44dBm 

基地局：希望波 基準感度+6dB、無変調妨害波：-45dBm 

小電力レピータ：希望波 基準感度+9dB、無変調妨害波：-44dBm（再生中継方式のみ

適用） 

 

エ 隣接チャネル選択度 

隣接チャネル選択度は、隣接する搬送波の周波数に配置された変調妨害波の存在下で

希望信号を受信する受信機能力の尺度であり、以下の条件で希望波と隣接帯域の変調妨害

波を加えたとき、QPSKで変調された信号を規定の品質（最大スループットの 95%以上）で

受信できること。 

静特性 

移動局：希望波 基準感度+14dB、変調妨害波：-54.5dBm 

基地局：希望波 基準感度+6dB、変調妨害波：-52dBm 

小電力レピータ：希望波 基準感度+14dB、変調妨害波：-54.5dBm(再生中継方式のみ

適用) 

 

オ 相互変調特性 

３次相互変調の関係にある電力が等しい２つの無変調妨害波又は一方が変調された妨

害波の存在下で希望信号を受信する受信機能力の尺度であり、以下の条件で希望波と３次
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相互変調を生ずる関係にある無変調波と変調波の２つの妨害波を加えたとき、QPSKで変調

された信号を規定の品質（最大スループットの 95%以上）で受信できること。 

静特性 

移動局： 

希望波：基準感度+9dB 

無変調妨害波（隣接チャネル） ： -46dBm 

変調妨害波（次隣接チャネル） ： -46dBm 

基地局： 

希望波：基準感度+6dB 

無変調妨害波（隣接チャネル） ： -52dBm 

変調妨害波（次隣接チャネル） ： -52dBm 

小電力レピータ： 

希望波：基準感度+9dB 

無変調妨害波（隣接チャネル） ： -46dBm 

変調妨害波（次隣接チャネル） ： -46dBm（再生中継方式のみ適用） 

 

 

カ 副次的に発する電波等の限度 

受信状態において、空中線端子から発射される電力 

9kHzから 150kHz   ： -54dBm/kHz以下 

150kHzから 30MHz  ： -54dBm/10kHz以下 

30MHzから 1000MHz ： -54dBm/100kHz以下 

1000MHz超え       ： -47dBm/MHz以下 

 

(3) その他必要な機能（小電力レピータのみ適用） 

ア 包括して免許の申請を可能とするための機能 

｢通信の相手方である無線局からの電波を受けることによって自動的に選択される周

波数の電波のみを発射する｣こと。 

 

イ その他、陸上移動局として必要な機能（非再生中継方式のみ適用） 

周囲の他の無線局への干渉を防止するための発振防止機能を有すること。 
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３．１．３ 測定法 

３．１．３．１ 基地局、移動局 

WiMAX（3GPP 参照規格）の測定法は、国内で適用されている測定法に準ずることが適当であ

るが、今後、国際電気標準会議（IEC）等の国際的な動向を踏まえて対応することが望ましい。 

WiMAX（3GPP参照規格）は、複数の送受信空中線（MIMOやアダプティブアレーアンテナ等の

複数の送信増幅部含む無線設備）を有する送受信装置が一般的であると考えられるため、複数

の空中線を前提とした測定方法としている。 

 

(1) 送信装置 

ア 周波数の偏差 

無変調波（搬送波）を送信した状態で、周波数計を用いて測定（バースト波にあって

はバースト内の平均値）する。複数の空中線端子を有する場合は空中線端子ごとに測定し、

それぞれの測定値のうち周波数偏差が最大となる値を周波数の偏差とすることが適当で

ある。ただし、同一の基準周波数に位相同期している等が証明された場合には一の空中線

端子にて測定することができる。 

また、波形解析器等専用の測定器を用いる場合は変調状態として測定することができ

る。 

 

イ 占有周波数帯幅 

標準符号化試験信号（符号長 511ビット２値疑似雑音系列等。）を入力信号として加え

たときに得られるスペクトル分布の全電力をスペクトルアナライザ等を用いて測定し、ス

ペクトル分布の上限及び下限部分における電力の和が、それぞれ全電力の 0.5%となる周波

数幅を測定する。複数の空中線端子を有する場合は空中線端子ごとに測定し、それぞれの

空中線端子にて測定した値のうち最大となる値を占有周波数帯幅とすることが適当であ

る。ただし、空中線端子ごとに発射する周波数が異なる場合は、各空中線端子を校正され

た RF 結合器等で結合し、全ての空中線端子からの信号を合成して測定することが適当で

ある。 

移動局において一の送信装置から連続した複数波を同時に発射する場合は、搬送波を

同時に発射した状態で測定を行うこと。 

 

ウ 空中線電力 

標準符号化試験信号を入力信号端子に加えたときの平均電力を、高周波電力計を用い

て測定する。複数の空中線端子を有する場合は空中線端子ごとに測定し、それぞれの空中

線端子にて測定した値の総和を空中線電力とすること。 

また、連続送信波により測定することが望ましいが、バースト送信波にて測定する場

合は、送信時間率が最大となるバースト繰り返し周期よりも十分長い期間における平均電

力を測定し、その測定値に送信時間率の逆数を乗じて平均電力とすることが適当である。
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ただし、アダプティブアレーアンテナ（個々の空中線の電力及び位相を制御することによ

って空中線の指向特性を制御するものであって、一の空中線の電力を増加させた場合、他

の空中線の電力を低下させることによって、複数空中線の総電力を一定に制御する機能を

有するもの。）の場合にあっては、空中線電力の総和が最大となる状態にて測定すること。 

移動局において一の送信装置から複数波を同時に発射する場合は、搬送波を同時に発

射した状態で測定を行うこと。 

 

エ 隣接チャネル漏洩電力 

標準符号化試験信号を入力信号とし、バースト波にあっては、規定の隣接チャネル帯

域内の電力についてスペクトルアナライザ等を用い、掃引速度が 1サンプル点あたり１個

以上のバーストが入るようにし、ピーク検波、マックスホールドモードで測定する。複数

の空中線端子を有する場合は空中線端子ごとに測定し、それぞれの空中線端子にて測定し

た値の総和を隣接チャネル漏洩電力とすること。連続波にあっては、電力測定受信機又は

スペクトルアナライザを用いて規定の隣接チャネル帯域の電力を測定し、それぞれの測定

値の総和を隣接チャネル漏洩電力とすることが適当である。ただし、アダプティブアレー

アンテナの場合にあっては、一の空中線電力を最大にした状態で空中線電力の総和が最大

となる状態等で測定すること。 

一の送信装置から複数波を同時に発射する場合は、搬送波を同時に発射した状態で測

定を行うこと。複数波同時発射時に規定の測定帯域幅に満たない場合は、分解能帯域幅に

応じた値を 10log で換算した値を基準値とみなして測定することが適当である。 

 

オ 帯域外領域における不要発射の強度 

標準符号化試験信号を入力信号として加えたときの規定の離調周波数の平均電力（バ

ースト波にあってはバースト内の平均電力）を、スペクトルアナライザを用いて測定する。

複数の空中線端子を有する場合は空中線端子ごとに測定し、それぞれの空中線端子にて測

定した値の総和を不要発射の強度とすること。この場合において、スペクトルアナライザ

の分解能帯域幅は参照帯域幅より狭くして測定し参照帯域幅内の電力に換算することが

適当である。ただし、アダプティブアレーアンテナの場合にあっては、一の空中線電力を

最大にした状態で空中線電力の総和が最大となる状態等で測定すること。 

一の送信装置から複数波を同時に発射する場合は、搬送波を同時に発射した状態で測

定を行うこと。 

 

カ スプリアス領域における不要発射の強度 

スプリアス領域における不要発射の強度の測定は、以下のとおりとすることが適当で

ある。この場合において、スプリアス領域における不要発射の強度の測定を行う周波数範

囲については、可能な限り 9kHz から 110GHz までとすることが望ましいが、当面の間は

30MHzから第５次高調波までとすることができる。 

標準符号化試験信号を入力信号として加えたときの不要発射の平均電力（バースト波
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にあってはバースト内の平均電力）を、スペクトルアナライザを用いて測定する。複数の

空中線端子を有する場合は空中線端子ごとに測定し、それぞれの空中線端子にて測定した

値の総和を不要発射の強度とすること。この場合において、スペクトルアナライザの分解

能帯域幅は参照帯域幅に設定することが適当である。ただし、アダプティブアレーアンテ

ナの場合にあっては、一の空中線電力を最大にした状態で空中線電力の総和が最大となる

状態等で測定すること。 

一の送信装置から複数波を同時に発射する場合は、搬送波を同時に発射した状態で測

定を行うこと。 

 

キ 送信装置の相互変調特性 

基地局及び中継局 

希望波を定格出力で送信している状態において、希望波から１チャネル及び２チャネ

ル離れた無変調妨害波を規定の電力で加えた場合において発生する相互変調波の電力を

測定する。 

複数の空中線端子を有する場合は空中線端子ごとに測定し、それぞれの空中線端子に

て測定した値の総和を相互変調の強度とすること。ただし、アダプティブアレーアンテナ

の場合にあっては、一の空中線電力を最大にした状態で空中線電力の総和が最大となる状

態等で測定すること。 

一の送信装置から複数波を同時に発射する場合は、搬送波を同時に発射した状態で測

定を行うこと。連続した複数波の場合、測定対象とする周波数帯から最も離れた周波数の

搬送波から１チャネル及び２チャネル離れた無変調妨害波を規定の電力で加えた場合に

おいて発生する相互変調波の電力を測定する。なお、不連続な複数波の場合、測定対象と

なる搬送波から１チャネルまたは２チャネル離れた位置に他の同時発射される搬送波が

配置されている場合は、測定対象外とする。 

 

ク 搬送波を送信していないときの漏洩電力 

搬送波を送信していない状態において、送信周波数帯域内の規定の周波数幅の電力を、

スペクトルアナライザ等を用いて測定する。複数の空中線端子を有する場合は空中線端子

ごとに測定し、それぞれの空中線端子にて測定した値の総和を、搬送波を送信していない

ときの漏洩電力とすること。 

 

ケ 送信同期 

送信バースト繰り返し周期及び送信バースト長 

スペクトルアナライザの中心周波数を試験周波数として、掃引周波数幅を 0Hz（ゼロス

パン）として測定する。ただし、十分な時間分解能が得られない場合は、広帯域検波器を

用いオシロスコープ又は、周波数カウンタ等の測定器を用いて測定することが望ましい。

この場合において、複数の空中線端子を有する場合は各空中線端子を校正された RF 結合

器で結合し、全ての送信装置からの信号を合成して測定することが適当である。 
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(2) 受信装置 

ア 受信感度 

標準信号発生器から規定の変調方式で変調された信号を加え、規定の品質（規定のス

ループット）になるときの空中線端子で測定した最小受信電力であり静特性下において許

容値（基準感度）以下であること。 

 

イ スプリアスレスポンス 

標準信号発生器から規定の変調方式で変調された信号を加え、標準信号発生器のレベ

ルを技術基準で定められる希望波レベルとする。一の無変調妨害波を技術基準で規定され

る妨害波レベルとして、周波数を掃引し、規定の品質（規定のスループット）以上で受信

できることを確認する。 

 

ウ 隣接チャネル選択度 

標準信号発生器から規定の変調信号で変調された信号を加え、標準信号発生器のレベ

ルを技術基準で定められる希望波レベルとする。別の標準信号発生器から隣接する搬送波

の周波数に配置された変調波を隣接妨害波とし技術基準で規定される妨害波レベルとし

て、規定の品質（規定のスループット）以上で受信できることを確認する。 

 

エ 相互変調特性 

標準信号発生器から規定の変調信号で変調された信号を加え、標準信号発生器のレベ

ルを技術基準で定められる希望波レベルとする。別の標準信号発生器から３次相互変調の

関係にある電力が等しい妨害波として隣接チャネル周波数の無変調波と次隣接チャネル

周波数の変調波の２つの妨害波を技術基準で規定される妨害波レベルとして、規定の品質

（規定のスループット）以上で受信できることを確認する。 

 

オ 副次的に発する電波等の限度 

スペクトルアナライザを用いて測定する。複数の空中線端子を有する場合は空中線端

子ごとに測定し、それぞれの空中線端子にて測定した値の総和を副次的に発する電波等の

限度とすること。 

この場合、スペクトルアナライザの分解能帯域幅は、測定帯域幅に設定することが適

当である。 

 

３．１．３．２ 小電力レピータ（非再生中継方式） 

レピータには下り方向（移動局対向）と上り方向（基地局対向）の２つの異なる送受信機能

が存在する為、測定では下り方向と上り方向をそれぞれ測定する必要がある。また、国内で適

応されている測定法に準ずることが適当であるが、今後、国際電気標準会議（IEC）等の国際

的な動向を踏まえて対応することが望ましい。 
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(1) 送信装置 

ア 周波数の偏差 

標準信号発生器等の信号源から無変調波（搬送波）を送信した状態で、周波数計を用い

て測定（バースト波にあってはバースト内の平均値）する。複数の空中線端子を有する場

合は空中線端子毎に測定し、それぞれの測定値のうち周波数偏差が最大となる値を周波数

偏差とすることが適当である。ただし、同一の基準周波数に位相同期している等が証明さ

れた場合は一の空中線端子にて測定することができる。また、波形解析装置等専用の測定

器を用いる場合は、変調状態として測定することができる。 

 

イ 占有周波数帯幅 

標準信号発生器等の信号源から標準符号化試験信号（符号長 511 ビット２値疑似雑音

系列等。）等により変調をかけた信号を入力信号として加え、被試験機を送信電力が最大

となる状態で送信するように設定する。このときに得られるスペクトル分布の全電力をス

ペクトルアナライザ等を用いて測定し、スペクトル分布の上限及び下限部分における電力

の和が、それぞれ全電力の 0.5%となる周波数幅を測定する。複数の空中線端子を有する場

合は空中線端子ごとに測定し、それぞれの測定値のうち最大となる値を占有周波数帯幅と

することが適当である。 

小電力レピータ（基地局対向）において一の送信装置から連続した複数波を同時に発

射する場合は、搬送波を同時に発射した状態で測定を行うこと。 

 

ウ 空中線電力 

標準信号発生器等の信号源から標準符号化試験信号等により変調をかけた信号を入力

信号として加え、被試験機を送信電力が最大となる状態で送信するように設定し、そのと

きの送信電力を高周波電力計を用いて測定する。複数の空中線端子を有する場合は空中線

端子ごとに測定し、それぞれの総和を空中線電力とすることが適当である。また、連続送

信波にて測定することが望ましいが、バースト波にて測定する場合は、送信時間率が最大

となるバースト繰り返し周期よりも十分長い期間における平均電力を測定し、その測定値

に送信時間率の逆数を乗じることにより空中線電力とすることができる。 

小電力レピータ（基地局対向）において一の送信装置から複数波を同時に発射する場

合は、搬送波を同時に発射した状態で測定を行うこと。 

 

エ 帯域外利得 

当該割当周波数帯域端から技術的条件で定められた周波数だけ離れた周波数において、

標準信号発生器等の信号源から無変調連続波を加え、入力信号レベルに対する出力信号レ

ベルの比を帯域外利得とする。なお、送信電力が最大となる状態で送信する状態と送信電

力が最大となる状態から１０ｄＢ低いレベルで送信する状態で測定する。 
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オ 隣接チャネル漏えい電力 

標準信号発生器等の信号源から標準符号化試験信号等により変調をかけた信号を入力

信号として加え、被試験機を送信電力が最大となる状態で送信するように設定する。バー

スト波にあっては、規定の隣接チャネル帯域内の電力についてスペクトルアナライザ等を

用い、掃引速度が 1 サンプル点あたり 1 個以上のバーストが入るようにし、ピーク検波、

マックスホールドモードで測定する。複数の空中線端子を有する場合は空中線端子ごとに

測定し、それぞれの空中線端子にて測定した値の総和を隣接チャネル漏えい電力とするこ

と。連続波にあっては、電力測定受信機又はスペクトラムアナライザを用いて規定の隣接

チャネル帯域の電力を測定し、それぞれの測定値の総和を隣接チャネル漏えい電力とする

ことが適当である。 

小電力レピータ（基地局対向）において一の送信装置から複数波を同時に発射する場

合は、搬送波を同時に発射した状態で測定を行うこと。 

 

カ スペクトラムマスク 

信号発生器等の信号源から標準符号化試験信号等により変調をかけた信号を入力信号

として加え、被試験機を送信電力が最大となる状態で送信するように設定する。このとき

の規定の離調周波数の平均電力（バースト波にあってはバースト内の平均電力）を、スペ

クトルアナライザを用いて測定する。複数の空中線端子を有する場合は空中線端子ごとに

測定し、それぞれの空中線端子にて測定した値の総和を不要発射の強度とすること。この

場合において、スペクトルアナライザの分解能帯域幅は参照帯域幅より狭くして測定し参

照帯域幅内の電力に換算することが適当である。 

小電力レピータ（基地局対向）において一の送信装置から複数波を同時に発射する場

合は、搬送波を同時に発射した状態で測定を行うこと。 

 

キ スプリアス領域における不要発射の強度 

スプリアス領域における不要発射の強度の測定は、以下のとおりとすることが適当で

ある。この場合において、スプリアス領域における不要発射の強度の測定を行う周波数範

囲については、可能な限り 9kHz から 110GHz までとすることが望ましいが、当面の間は

30MHz から第 5 次高調波までとすることができる。標準信号発生器等の信号源から標準符

号化試験信号等により変調をかけた信号を入力信号として加え、被試験機を送信電力が最

大となる状態で送信するように設定する。このときの不要発射の平均電力（バースト波に

あってはバースト内の平均電力）を、スペクトルアナラザを用いて測定する。複数の空中

線端子を有する場合は空中線端子ごとに測定し、それぞれの空中線端子にて測定した値の

総和を不要発射の強度とすること。この場合において、スペクトルアナライザの分解能帯

域幅は参照帯域幅に設定することが適当である。 

小電力レピータ（基地局対向）において一の送信装置から複数波を同時に発射する場

合は、搬送波を同時に発射した状態で測定を行うこと。 
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(2) 受信装置 

ア 副次的に発する電波等の限度 

被試験機を受信状態にし、受信入力端子に接続されたスペクトルアナライザにより、

分解能帯域幅を技術的条件により定められた測定帯域幅とし、規定される周波数範囲毎に

副次的に発する電波の強度を測定する。複数の空中線端子を有する場合は、空中線端子毎

に測定し、それぞれの測定値の総和を副次的に発する電波等の限度とすること。 

 

(3) 包括して免許の申請を可能とするための機能の測定 

以下のいずれかの方法にて測定する。 

受信する電波のうち、自システムの基地局又は陸上移動局からの通信のみを中継開始する

ことをスペクトルアナライザ等にて確認する。 

基地局からの遠隔操作により、レピータの動作が停止（利得 0dB以下）していることをス

ペクトルアナライザ等にて確認すること。 

 

(4) 運用中の設備における測定 

運用中の無線局における設備の測定については、(1)及び(2)の測定法によるほか、(1)及び

(2)の測定法と技術的に同等と認められる方法によることが出来る。 

 

３．１．３．３ 小電力レピータ再生中継方式 

レピータには下り方向（移動局対向）と上り方向（基地局対向）の２つの異なる送受信機能

が存在する為、測定では下り方向と上り方向をそれぞれ測定する必要がある。また、国内で適

応されている測定法に準ずることが適当であるが、今後、国際電気標準会議（IEC）等の国際

的な動向を踏まえて対応することが望ましい。複数の送受信空中線（MIMO やアダプティブア

レーアンテナ等の複数の送信増幅部含む無線設備）を有する送受信装置が一般的であると考え

られるため、複数の空中線を前提とした測定方法としている。 

 

(1) 送信装置 

ア 周波数の偏差 

無変調波（搬送波）を送信した状態で、周波数計を用いて測定（バースト波にあって

はバースト内の平均値）する。複数の空中線端子を有する場合は空中線端子ごとに測定し、

それぞれの測定値のうち周波数偏差が最大となる値を周波数の偏差とすることが適当で

ある。ただし、同一の基準周波数に位相同期している等が証明された場合には一の空中線

端子にて測定することができる。また、波形解析器等専用の測定器を用いる場合は変調状

態として測定することができる。 

 

イ 占有周波数帯幅 

標準符号化試験信号（符号長 511 ビット２値疑似雑音系列等。）を入力信号として加え

たときに得られるスペクトル分布の全電力を、スペクトルアナライザ等を用いて測定し、
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スペクトル分布の上限及び下限部分における電力の和が、それぞれ全電力の 0.5%となる周

波数幅を測定する。複数の空中線端子を有する場合は空中線端子ごとに測定し、それぞれ

の空中線端子にて測定した値のうち最大となる値を占有周波数帯幅とすることが適当で

ある。   

ただし、空中線端子ごとに発射する周波数が異なる場合は、各空中線端子を校正され

た RF 結合器等で結合し、全ての空中線端子からの信号を合成して測定することが適当で

ある。 

小電力レピータ（基地局対向）において一の送信装置から連続した複数波を同時に発

射する場合は、搬送波を同時に発射した状態で測定を行うこと。 

 

ウ 空中線電力 

標準符号化試験信号を入力信号端子に加えたときの平均電力を、高周波電力計を用い

て測定する。複数の空中線端子を有する場合は空中線端子ごとに測定し、それぞれの空中

線端子にて測定した値の総和を空中線電力とすること。また、連続送信波により測定する

ことが望ましいが、バースト送信波にて測定する場合は、送信時間率が最大となるバース

ト繰り返し周期よりも十分長い期間における平均電力を測定し、その測定値に送信時間率

の逆数を乗じて平均電力とすることが適当である。ただし、アダプティブアレーアンテナ

（個々の空中線の電力及び位相を制御することによって空中線の指向特性を制御するも

のであって、一の空中線の電力を増加させた場合、他の空中線の電力を低下させることに

よって、複数空中線の総電力を一定に制御する機能を有するもの。）の場合にあっては、

空中線電力の総和が最大となる状態にて測定すること。 

小電力レピータ（基地局対向）において一の送信装置から複数波を同時に発射する場

合は、搬送波を同時に発射した状態で測定を行うこと。 

 

エ 隣接チャネル漏えい電力 

標準符号化試験信号を入力信号とし、バースト波にあっては、規定の隣接チャネル帯

域内の電力についてスペクトルアナライザ等を用い、掃引速度が 1 サンプル点あたり１個

以上のバーストが入るようにし、ピーク検波、マックスホールドモードで測定する。複数

の空中線端子を有する場合は空中線端子ごとに測定し、それぞれの空中線端子にて測定し

た値の総和を隣接チャネル漏えい電力とすること。連続波にあっては、電力測定受信機又

はスペクトラムアナライザを用いて規定の隣接チャネル帯域の電力を測定し、それぞれの

測定値の総和を隣接チャネル漏えい電力とすることが適当である。ただし、アダプティブ

アレーアンテナの場合にあっては、一の空中線電力を最大にした状態で空中線電力の総和

が最大となる状態等で測定すること。 

小電力レピータ（基地局対向）において一の送信装置から複数波を同時に発射する場

合は、搬送波を同時に発射した状態で測定を行うこと。 
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オ 帯域外領域における不要発射の強度 

標準符号化試験信号を入力信号として加えたときの規定の離調周波数の平均電力（バ

ースト波にあってはバースト内の平均電力）を、スペクトルアナライザを用いて測定する。

複数の空中線端子を有する場合は空中線端子ごとに測定し、それぞれの空中線端子にて測

定した値の総和を不要発射の強度とすること。この場合において、スペクトルアナライザ

の分解能帯域幅は参照帯域幅より狭くして測定し参照帯域幅内の電力に換算することが

適当である。ただし、アダプティブアレーアンテナの場合にあっては、一の空中線電力を

最大にした状態で空中線電力の総和が最大となる状態等で測定すること。 

小電力レピータ（基地局対向）において一の送信装置から複数波を同時に発射する場

合は、搬送波を同時に発射した状態で測定を行うこと。 

 

カ スプリアス領域における不要発射の強度 

スプリアス領域における不要発射の強度の測定は、以下のとおりとすることが適当で

ある。この場合において、スプリアス領域における不要発射の強度の測定を行う周波数範

囲については、可能な限り 9kHz から 110GHz までとすることが望ましいが、当面の間は

30MHz から第５次高調波までとすることができる。標準符号化試験信号を入力信号として

加えたときの不要発射の平均電力（バースト波にあってはバースト内の平均電力）を、ス

ペクトルアナラザを用いて測定する。複数の空中線端子を有する場合は空中線端子ごとに

測定し、それぞれの空中線端子にて測定した値の総和を不要発射の強度とすること。この

場合において、スペクトルアナライザの分解能帯域幅は参照帯域幅に設定することが適当

である。ただし、アダプティブアレーアンテナの場合にあっては、一の空中線電力を最大

にした状態で空中線電力の総和が最大となる状態等で測定すること。 

小電力レピータ（基地局対向）において一の送信装置から複数波を同時に発射する場

合は、搬送波を同時に発射した状態で測定を行うこと。 

 

キ 搬送波を送信していないときの漏えい電力 

搬送波を送信していない状態において、送信周波数帯域内の規定の周波数幅の電力を、

スペクトルアナライザ等を用いて測定する。複数の空中線端子を有する場合は空中線端子

ごとに測定し、それぞれの空中線端子にて測定した値の総和を、搬送波を送信していない

ときの漏えい電力とすること。 

 

ク 送信同期 

送信バースト繰り返し周期及び送信バースト長 

スペクトルアナライザの中心周波数を試験周波数として、掃引周波数幅を 0Hz（ゼロス

パン）として測定する。ただし、十分な時間分解能が得られない場合は、広帯域検波器を

用いオシロスコープまたは、周波数カウンタ等の測定器を用いて測定することが望ましい。  

この場合において、複数の空中線端子を有する場合は各空中線端子を校正された RF 結合

器で結合し、全ての送信装置からの信号を合成して測定することが適当である。 
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(2) 受信装置 

ア 受信感度 

標準信号発生器から規定の変調方式で変調された信号を加え、規定の品質（規定のス

ループット）になるときの空中線端子で測定した最小受信電力であり静特性下において許

容値（基準感度）以下であること。 

 

イ スプリアスレスポンス 

標準信号発生器から規定の変調方式で変調された信号を加え、標準信号発生器のレベ

ルを技術基準で定められる希望波レベルとする。一の無変調妨害波を技術基準で規定され

る妨害波レベルとして、周波数を掃引し、規定の品質（規定のスループット）以上で受信

できることを確認する。 

 

ウ 隣接チャネル選択度 

標準信号発生器から規定の変調信号で変調された信号を加え、標準信号発生器のレベ

ルを技術基準で定められる希望波レベルとする。別の標準信号発生器から隣接する搬送波

の周波数に配置された変調波を隣接妨害波とし技術基準で規定される妨害波レベルとし

て、規定の品質（規定のスループット）以上で受信できることを確認する。 

 

エ 相互変調特性 

標準信号発生器から規定の変調信号で変調された信号を加え、標準信号発生器のレベ

ルを技術基準で定められる希望波レベルとする。別の標準信号発生器から３次相互変調の

関係にある電力が等しい妨害波として隣接チャネル周波数の無変調波と次隣接チャネル

周波数の変調波の２つの妨害波を技術基準で規定される妨害波レベルとして、規定の品質

（規定のスループット）以上で受信できることを確認する。 

 

オ 副次的に発する電波等の限度 

スペクトルアナライザを用いて測定する。複数の空中線端子を有する場合は空中線端

子ごとに測定し、それぞれの空中線端子にて測定した値の総和を副次的に発する電波等の

限度とすること。この場合、スペクトルアナライザの分解能帯域幅は、測定帯域幅に設定

することが適当である。 

 

(3) 包括して免許の申請を可能とするための機能の測定 

以下のいずれかの方法にて測定する。 

・ 受信する電波のうち、自システムの基地局又は陸上移動局からの通信のみを中継開始

することをスペクトルアナライザ等にて確認する。 

・ 基地局からの遠隔操作により、レピータの動作が停止していることをスペクトルアナ

ライザ等にて確認すること。 
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(4) 運用中の設備における測定 

運用中の無線局における設備の測定については、(1)及び(2)の測定法によるほか、(1)及

び(2)の測定法と技術的に同等と認められる方法によることが出来る。 
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３．１．４ 端末設備として移動局に求められる技術的な条件 

以下の点を除き、情報通信審議会諮問第 81号「携帯電話等の周波数有効利用方策」のうち「2GHz

帯における IMT-2000（TDD 方式）の技術的条件」（平成 17年５月 30日）の答申により示された

技術的な条件に準ずるものとする。 

 

(1) 送信タイミング 

標準送信タイミングは、基地局から受信したフレームに同期させ、かつ基地局から指定さ

れるチャネルおいて送信を開始するものとし、その送信の開始時点の偏差は±208ns の範囲

にあること。 

 

(2) ランダムアクセス制御 

ア ランダムアクセス制御信号の送信は、基地局からの制御信号に同期して行うものである

こと。 

 

イ ランダムアクセス制御信号を送信した後、基地局から 1.2 秒以内に通信チャネルを指

定する信号を受信した場合は、指定された通信チャネルにおいて情報の送信を開始するも

のであること。 

 

ウ 基地局からの通信チャネルを指定する信号が受信できなかった場合にあっては、不規

則な遅延時間の後にア以降の動作を行うものであること。ただし、この動作の回数は 200

回を超えてはならない。 

 

(3) 基地局に受信レベルを通知する機能 

基地局から指定された条件に基づき、周辺基地局の指定された参照信号の受信レベルにつ

いて検出を行い、周辺基地局の受信レベルが基地局から指定された条件を満たす場合は、そ

の結果を基地局に通知する機能を有すること。 

 

３．１．５ その他 

国内標準化団体等では、無線インターフェースの詳細仕様や高度化に向けた検討が引き続き

行われていることから、今後、これらの国際的な動向等を踏まえつつ、技術的な検討が不要な

事項について、国際的な整合性を早期に確保する観点から、適切かつ速やかに国際標準の内容

を技術基準に反映していくことが望ましい。 
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３．２ XGPに関する技術的条件 

３．２．１ 一般的条件（無線諸元・システム設計上の条件） 

無線設備の種別は以下のとおりと想定する。 

① 移動局 

② 基地局 

③ 中継局（基地局と移動局との間の通信を中継する無線局） 

中継局の技術的条件については、基地局対向は移動局の技術的条件、移動局対向は基

地局の技術的条件を準用する。 

④ 小電力レピータ 

 

(1) 通信方式 

ア 通信方式：TDD方式 

イ 中継方式 

非再生中継方式あるいは再生中継方式であること。 

 

中継方式 非再生中継方式 再生中継方式 

中継周波数 同一周波数 異周波数 同一周波数 異周波数 

構成 一体型または分離型 一体型または分離型 

 

(2) 多重化方式 

ア 基地局（下り回線） 

OFDM及び TDMの複合方式又は OFDM、TDM及び SDMの複合方式。 

イ 移動局（上り回線） 

OFDMA及び TDMA の複合方式若しくは OFDMA、TDMA及び SDMAの複合方式又は 

SC-FDMA及び TDMAの複合方式若しくは SC-FDMA、TDMA及び SDMAの複合方式。 

ウ 小電力レピータ（移動局対向）（再生中継方式のみ適用） 

OFDM及び TDMの複合方式又は OFDM、TDM及び SDMの複合方式。 

エ 小電力レピータ（基地局対向）（再生中継方式のみ適用） 

OFDMA及び TDMA の複合方式若しくは OFDMA、TDMA及び SDMAの複合方式又は 

SC-FDMA及び TDMAの複合方式若しくは SC-FDMA、TDMA及び SDMAの複合方式。 

 

(3) 変調方式 

ア 基地局および移動局 

BPSK、QPSK、16QAM、32QAM、64QAM、256QAM 

イ 小電力レピータ（再生中継方式のみ適用） 

BPSK、QPSK、16QAM、32QAM、64QAM、256QAM 
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(4) 送信同期 

ア 基地局および移動局 

Ａ 送信バースト繰り返し周期 

2.5ms ± 10μs以内、5ms ± 10μs以内又は 10ms ± 10μs以内 

Ｂ 送信バースト長 

移動局： 625×Nμs以内 

基地局： 625×Mμs以内 

ただし、M+N=4、8又は 16であること。（N、Mは自然数） 

もしくは、 

移動局：1000×Nμs以内 

基地局：1000×Mμs以内 

ただし、M+N は、5、10であること。（N、M は正の数 ※小数も含む） 

Ｃ 下り／上り比率 

M：N 

 

イ 小電力レピータ（再生中継方式のみ適用） 

Ａ 送信バースト繰り返し周期 

2.5ms ± 10μs以内、5ms ± 10μs以内又は 10ms ± 10μs以内 

Ｂ 送信バースト長 

移動局対向： 625×Nμs以内 

基地局対向： 625×Mμs以内 

ただし、M+N=4、8又は 16であること。（N、Mは自然数） 

もしくは、 

基地局対向：1000×Nμs以内 

移動局対向：1000×Mμs以内 

ただし、M+N は、5、10であること。（N、M は正の数 ※小数も含む） 

Ｃ 下り／上り比率 

M：N 

 

(5) 認証・秘匿・情報セキュリティ 

不正使用を防止するための移動局装置固有の番号付与、認証手順の適用、通信情報に対す

る秘匿機能の運用等を必要に応じて講じること。 

 

(6) 電磁環境対策 

移動局と自動車用電子機器や医療用電子機器との相互の電磁干渉に対しては、十分な配慮

が払われていること。 
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(7) 電波防護指針への適合 

移動局等、電波を使用する機器については、電波法施行規則第 21 条の３及び無線設備規

則第 14条の２に適合すること。 

 

(8) 移動局識別番号 

移動局の識別番号の付与、送出の手順はユーザによるネットワークの自由な選択、ローミ

ング、通信のセキュリティ確保、無線局の監理等について十分配慮して定められることが望

ましい。 

 

(9) 移動局送信装置の異常時の電波発射停止 

次の機能が同時に独立してなされること。 

ア 基地局が移動局の異常を検出した場合、基地局は移動局に送信停止を要求すること。 

イ 移動局自身がその異常を検出した場合、異常検出タイマのタイムアウトにより移動局

自身が送信を停止すること。 

 

(10) システム設計上の条件（小電力レピータ非再生中継方式のみ適用） 

1基地局（=1セル）当たりの本レピータの最大収容可能局数は 100局を目安とする。 

 

３．２．２ 無線設備の技術的条件 

(1) 送信装置 

ア キャリアアグリゲーション 

搬送波が隣接しないキャリアアグリゲーションで送信する場合は、隣接チャネル漏

洩電力、帯域外領域における不要発射の強度及びスプリアス領域における不要発射の

強度について、最大の数の搬送波を同時に発射した状態で、搬送波間において、同時

発射される全搬送波の技術的条件として定められた許容値のうち、最も高い値を満た

すこと。 

移動局については、キャリアアグリゲーションで送信可能な搬送波の組合せで送信し

た状態で、搬送波ごとにイからスに定める技術的条件を満たすこととする。ただし、それ

ぞれの項目において別に定めがある場合は、この限りでない。 

周波数帯及び搬送波数について、移動局において搬送波が隣接しないキャリアアグリ

ゲーションで送信する場合については規定しない。搬送波が隣接するキャリアアグリゲ

ーションで送信する場合は、搬送波数は２とする。基地局については規定しない。 

 

イ 周波数の偏差 

移動局： 3×10-6以内 

基地局： 3×10-6以内 

小電力レピータ：3×10-6以内 
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ウ 占有周波数帯幅 

(ｱ) 移動局 

2.5MHzシステム ：2.5MHz以下 

５MHzシステム  ：5MHz以下 

10MHzシステム  ：10MHz以下 

20MHzシステム  ：20MHz以下 

 

搬送波が隣接するキャリアアグリゲーションで送信する場合は、搬送波の組合せご

とにそれぞれ次に示す周波数帯幅の中に、発射される全平均電力の 99％が含まれるこ

と。 

 

５MHz+５MHz システム：9.8MHz以下 

５MHz+10MHz システム：14.95MHz以下 

10MHz+10MHz システム：19.9MHz以下 

５MHz+20MHz システム：24.95MHz以下 

10MHz+20MHz システム：29.9MHz以下 

20MHz+20MHz システム：39.8MHz以下 

 

(ｲ) 基地局 

2.5MHzシステム ：2.5MHz以下 

５MHzシステム   ：5MHz以下 

10MHzシステム  ：10MHz以下 

20MHzシステム  ：20MHz以下 

  

(ｳ) 小電力レピータ 

2.5MHzシステム ：2.5MHz以下 

５MHzシステム   ：5MHz以下 

10MHzシステム  ：10MHz以下 

20MHzシステム  ：20MHz以下 

 

基地局対向について、搬送波が隣接するキャリアアグリゲーションで送信する場

合は、搬送波の組合せ毎にそれぞれ次に示す幅以下の中に、発射される全平均電力

の 99％が含まれること。 

 

５MHz+５MHz システム：9.8MHz以下 

５MHz+10MHz システム：14.95MHz以下 

10MHz+10MHz システム：19.9MHz以下 
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５MHz+20MHz システム：24.95MHz以下 

10MHz+20MHz システム：29.9MHz以下 

20MHz+20MHz システム：39.8MHz以下 

 

エ 空中線電力 

(ｱ) 移動局： 200mW 以下 

   キャリアアグリゲーションで送信する場合は各搬送波の空中線電力の合計値、空

間多重方式とキャリアアグリゲーションを併用して送信する場合は各空中線端子

及び各搬送波の空中線電力の合計値について、いずれも 200mW 以下であること。 

(ｲ) 基地局： 40W以下 

(ｳ) 小電力レピータ： 200mW以下＊ 

＊ 非再生中継方式においては、全搬送波の総電力とし、下り回線及び上り回線合わ

せて、同時送信可能な総電力は 200mW とする。再生中継方式においては、1搬送波

あたりの電力とし、下り回線及び上り回線合わせて、同時に送信可能な総電力は

600mWとする。 

 

オ 空中線電力の許容偏差 

(ｱ) 移動局： +87%、-79% 

(ｲ) 基地局： +87%、-47% 

(ｳ) 小電力レピータ： +87%、-47% 

 

カ 隣接チャネル漏洩電力 

(ｱ) 移動局 

   表３．２．２－１に示すシステム毎に、それぞれの許容値以下であること。 

 

表３．２．２－１ 隣接チャネル漏えい電力（移動局） 

システム 離調周波数 許容値 参照帯域幅 

2.5MHzシステム 2.5MHz 2dBm 2.5MHz 

５MHzシステム 5MHz 2dBm 5MHz 

10MHzシステム 10MHz 2dBm 10MHz 

20MHzシステム 20MHz 3dBm 20MHz 

 

搬送波が隣接するキャリアアグリゲーションで送信する場合は、隣接する２つの搬

送波の送信周波数帯域の中心周波数から離調周波数分だけ離れた周波数を中心周波数

とする参照帯域幅分の値が表３．２．２－２に示す許容値以下であること。なお、通

信にあたって移動局に割り当てる周波数の範囲（リソースブロック）を基地局の制御

によって制限し、あるいは送信電力を基地局や移動局の制御によって制限すること又

はそれらの組合せの制御によって制限することで、その条件での許容値とすることが

できる。 
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表３．２．２－２ 隣接チャネル漏えい電力（移動局）キャリアアグリゲーション 

システム 離調周波数 許容値 参照帯域幅 

５MHz+５MHz 

システム 
9.8MHz 2dBm 9.8MHz 

５MHz+10MHz 

システム 
14.95MHz 2.87dBm 14.95MHz 

10MHz+10MHz 

システム 
19.9MHz 3dBm 19.9MHz 

５MHz+20MHz 

システム 
24.95MHz 3.97dBm 24.95MHz 

10MHz+20MHz 

システム 
29.9MHz 4.76dBm 29.9MHz 

20MHz+20MHz 

システム 
39.8MHz 6dBm 39.8MHz 

 

(ｲ) 基地局 

表３．２．２－３に示すシステム毎に、それぞれの許容値以下であること。 

一の送信装置において複数の搬送波を同時に送信する場合にあっては、最も下側

の搬送波の下側及び最も上側の搬送波の上側において、本規定を満足すること。 

    

表３．２．２－３ 隣接チャネル漏えい電力（基地局） 

システム 離調周波数 許容値 参照帯域幅 

2.5MHzシステム 2.5MHz 3dBm 2.5MHz 

５MHzシステム ５MHz 3dBm ５MHz 

10MHzシステム 10MHz 3dBm 10MHz 

20MHzシステム 20MHz 6dBm 20MHz 

 

(ｳ) 小電力レピータ 

表３．２．２－４に示すシステム毎に、それぞれの許容値以下であること。 

 

表３．２．２－４ 隣接チャネル漏えい電力（小電力レピータ）基本 

システム 離調周波数 許容値 参照帯域幅 

2.5MHzシステム 2.5MHz 2dBm 2.5MHz 

５MHzシステム 5MHz 2dBm 5MHz 

10MHzシステム 10MHz 2dBm 10MHz 

20MHzシステム 20MHz 3dBm 20MHz 

 

基地局対向について、搬送波が隣接するキャリアアグリゲーションで送信する場

合は、隣接する２つの搬送波の送信周波数帯域の中心周波数から離調周波数分だけ

離れた周波数を中心周波数とする参照帯域幅分の値が表３．２．２－５に示す許容
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値以下であること。なお、通信にあたって小電力レピータに割り当てる周波数の範

囲（リソースブロック）を基地局の制御によって制限し、あるいは送信電力を基地

局や小電力レピータの制御によって制限すること又はそれらの組合せの制御によっ

て制限することで、その条件での許容値とすることができる。 

 

表３．２．２－５ 隣接チャネル漏えい電力（小電力レピータ）キャリアアグリゲーション 

システム 離調周波数 許容値 参照帯域幅 

５MHz+５MHz 

システム 
9.8MHz 2dBm 9.8MHz 

５MHz+10MHz 

システム 
14.95MHz 2.87dBm 14.95MHz 

10MHz+10MHz 

システム 
19.9MHz 3dBm 19.9MHz 

５MHz+20MHz 

システム 
24.95MHz 3.97dBm 24.95MHz 

10MHz+20MHz 

システム 
29.9MHz 4.76dBm 29.9MHz 

20MHz+20MHz 

システム 
39.8MHz 6dBm 39.8MHz 

   

キ スペクトラムマスク 

(ｱ) 移動局 

送信周波数帯の中心周波数から不要発射の強度の測定帯域の中心周波数までの離調

周波数に対して、システム毎に表３．２．２－６に示す許容値以下であること。 

 

表３．２．２－６スペクトラムマスク（移動局）  

システム 離調周波数 許容値 

2.5MHzシステム 3.75MHz以上 6.25MHz 未満 -10dBm/MHz 

５MHzシステム 7.5MHz以上 12.5MHz 未満 -10dBm/MHz 

10MHzシステム 
15MHz以上 20MHz 未満 -25dBm/MHz 

20MHz以上 25MHz 未満 -30dBm/MHz 

20MHzシステム 
30MHz以上 35MHz 未満 -25dBm/MHz 

35MHz以上 50MHz 未満 -30dBm/MHz 

 

搬送波が隣接しないキャリアアグリゲーションで送信する場合、各搬送波の不要発

射の強度の測定帯域が重複する場合は、どちらか高い方の許容値を適用する。また、

各搬送波の不要発射の強度の測定帯域が他方の搬送波の送信周波数帯域と重複する場

合、その周波数範囲においては本規定を適用しない。 

 

搬送波が隣接するキャリアアグリゲーションで送信する場合は、表３．２．２－７

に示す許容値以下であること。なお、通信にあたって移動局に割り当てる周波数の範
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囲（リソースブロック）を基地局の制御によって制限し、あるいは送信電力を基地局

や移動局の制御によって制限すること又はそれらの組合せの制御によって制限するこ

とで、その条件での許容値とすることができる。 

 

表３．２．２－７ スペクトラムマスク（移動局）キャリアアグリゲーション  

システム 離調周波数 許容値 

５MHz+５MHz 

システム 

9.9MHz以上 14.7MHz 未満 -13dBm/MHz 

14.7MHz以上 19.7MHz 未満 -25dBm/MHz 

５MHz+10MHz 

システム 

12.475MHz以上 22.425MHz未満 -13dBm/MHz 

22.425MHz以上 27.425MHz未満 -25dBm/MHz 

10MHz+10MHz 

システム 

14.95MHz以上 29.85MHz未満 -13dBm/MHz 

29.85MHz以上 34.85MHz未満 -25dBm/MHz 

５MHz+20MHz 

システム 

17.475MHz以上 37.425MHz未満 -13dBm/MHz 

37.425MHz以上 42.425MHz未満 -25dBm/MHz 

10MHz+20MHz 

システム 

19.95MHz以上 44.85MHz未満 -13dBm/MHz 

44.85MHz以上 49.85MHz未満 -25dBm/MHz 

20MHz+20MHz 

システム 

24.9MHz以上 59.7MHz 未満 -13dBm/MHz 

59.7MHz以上 64.7MHz 未満 -25dBm/MHz 

 

(ｲ) 基地局 

送信周波数帯の中心周波数から不要発射の強度の測定帯域の中心周波数までの離調

周波数に対して、システム毎に表３．２．２－８に示す許容値以下であること。一の

送信装置において複数の搬送波を同時に送信する場合にあっては、最も下側の搬送波

の下側及び最も上側の搬送波の上側において、本規定を満足すること。 

       

表３．２．２－８ スペクトラムマスク（基地局） 

システム 離調周波数 許容値 

2.5MHzシステム 3.75MHz以上 6.25MHz 未満 -5.25dBm/MHz 

５MHzシステム 7.5MHz以上 12.5MHz 未満 -15.7dBm/MHz 

10MHzシステム 15MHz以上 25MHz 未満 -22dBm/MHz 

20MHzシステム 30MHz以上 50MHz 未満 -22dBm/MHz 

 

(ｳ) 小電力レピータ 

送信周波数帯の中心周波数から不要発射の強度の測定帯域の中心周波数までの離

調周波数に対して、システム毎に表３．２．２－９に示す許容値以下であること。 

 

表３．２．２－９ スペクトラムマスク（小電力レピータ） 

システム 離調周波数 許容値 

2.5MHzシステム 3.75MHz以上 6.25MHz 未満 -10dBm/MHz 

５MHzシステム 7.5MHz以上 12.5MHz 未満 -10dBm/MHz 

10MHzシステム 15MHz以上 20MHz 未満 -25dBm/MHz 
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20MHz以上 25MHz 未満 -30dBm/MHz 

20MHzシステム 
30MHz以上 35MHz 未満 -25dBm/MHz 

35MHz以上 50MHz 未満 -30dBm/MHz 

 

搬送波が隣接しないキャリアアグリゲーションで送信する場合、各搬送波の不要発

射の強度の測定帯域が重複する場合は、どちらか高い方の許容値を適用する。また、

各搬送波の不要発射の強度の測定帯域が他方の搬送波の送信周波数帯域と重複する場

合、その周波数範囲においては本規定を適用しない。 

 

基地局対向について、搬送波が隣接するキャリアアグリゲーションで送信する場合

は、表３．２．２－１０に示す許容値以下であること。なお、通信にあたって小電力

レピータに割り当てる周波数の範囲（リソースブロック）を基地局の制御によって制

限し、あるいは送信電力を基地局や小電力レピータの制御によって制限すること又は

それらの組合せの制御によって制限することで、その条件での許容値とすることがで

きる。 

 

表３．２．２－１０ スペクトラムマスク（小電力レピータ）キャリアアグリゲーション 

システム 離調周波数 許容値 

５MHz+５MHz 

システム 

9.9MHz以上 14.7MHz 未満 -13dBm/MHz 

14.7MHz以上 19.7MHz 未満 -25dBm/MHz 

５MHz+10MHz 

システム 

12.475MHz以上 22.425MHz未満 -13dBm/MHz 

22.425MHz以上 27.425MHz未満 -25dBm/MHz 

10MHz+10MHz 

システム 

14.95MHz以上 29.85MHz未満 -13dBm/MHz 

29.85MHz以上 34.85MHz未満 -25dBm/MHz 

５MHz+20MHz 

システム 

17.475MHz以上 37.425MHz未満 -13dBm/MHz 

37.425MHz以上 42.425MHz未満 -25dBm/MHz 

10MHz+20MHz 

システム 

19.95MHz以上 44.85MHz未満 -13dBm/MHz 

44.85MHz以上 49.85MHz未満 -25dBm/MHz 

20MHz+20MHz 

システム 

24.9MHz以上 59.7MHz 未満 -13dBm/MHz 

59.7MHz以上 64.7MHz 未満 -25dBm/MHz 

 

ク スプリアス領域における不要発射の強度 

(ｱ) 移動局 

表３．２．２－１１に示す許容値以下であること。なお、移動局に割り当てる周波

数の範囲（リソースブロック）を基地局の制御によって制限し、あるいは送信電力を

基地局や移動局の制御によって制限すること又はそれらの組合せの制御によって制限

することで、その条件での許容値とすることができる。 
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表３．２．２－１１ スプリアス領域における不要発射の強度の許容値（移動局） 

周波数範囲 許容値 参照帯域幅 

９kHz以上150kHz未満 -13dBm １kHz 

150kHz以上30MHz未満 -13dBm 10kHz 

30MHz以上1000MHz未満 -13dBm 100kHz 

1000MHz以上2505MHz未満 -13dBm １MHz 

2505MHz以上2530MHz未満 -30dBm １MHz 

2530MHz以上2535MHz未満 -25dBm １MHz 

2535MHz以上2655MHz未満＊ -30dBm １MHz 

2655MHz以上 -13dBm １MHz 

＊ 上記のうち 2535MHz から 2655MHz までの値は、搬送波の中心周波数から占有周

波数帯幅の 2.5倍以上の範囲に適用する。 

 

搬送波が隣接しないキャリアアグリゲーションで送信する場合、一の搬送波のスプ

リアス領域が他の搬送波の送信周波数帯域及び帯域外領域と重複する場合は、当該周

波数範囲においては本規定を適用しない。 

 

(ｲ) 基地局 

表３．２．２－１２に示す許容値以下であること。 

一の送信装置において複数の搬送波を同時に送信する場合にあっては、最も下側

の搬送波の下側及び最も上側の搬送波の上側において、本規定を満足すること。 

 

表３．２．２－１２ スプリアス領域における不要発射の強度の許容値（基地局） 

周波数範囲 許容値 参照帯域幅 

９kHz以上150kHz未満 -13dBm １kHz 

150kHz以上30MHz未満 -13dBm 10kHz 

30MHz以上1000MHz未満 -13dBm 100kHz 

1000MHz以上2505MHz未満 -13dBm １MHz 

2505MHz以上2535MHz未満 -42dBm １MHz 

2535MHz以上2655MHz未満＊ -22dBm １MHz 

2655MHz以上 -13dBm １MHz 

＊ 上記のうち 2535MHz から 2655MHz までの値は、搬送波の中心周波数から占有周

波数帯幅の 2.5倍以上の範囲に適用する。 

 

(ｳ) 小電力レピータ 

表３．２．２－１３に示す許容値以下であること。なお、通信に当たって小電力

レピータに割り当てる周波数の範囲（リソースブロック）を基地局の制御によって

制限し、あるいは送信電力を基地局や小電力レピータの制御によって制限すること

又はそれらの組合せの制御によって制限することで、その条件での許容値とするこ

とができる。 
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表３．２．２－１３ スプリアス領域における不要発射の強度の許容値（小電力レピータ） 

周波数範囲 許容値 参照帯域幅 

９kHz以上150kHz未満 -13dBm １kHz 

150kHz以上30MHz未満 -13dBm 10kHz 

30MHz以上1000MHz未満 -13dBm 100kHz 

1000MHz以上2505MHz未満 -13dBm １MHz 

2505MHz以上2530MHz未満 -30dBm １MHz 

2530MHz以上2535MHz未満 -25dBm １MHz 

2535MHz以上2655MHz未満＊ -30dBm １MHz 

2655MHz以上 -13dBm １MHz 

＊ 上記のうち 2535MHz から 2655MHz までの値は、搬送波の中心周波数から占有周

波数帯幅の 2.5倍以上の範囲に適用する。 

 

搬送波が隣接しないキャリアアグリゲーションで送信する場合、一の搬送波のスプ

リアス領域が他の搬送波の送信周波数帯域及び帯域外領域と重複する場合は、当該周

波数範囲においては本規定を適用しない。 

 

ケ スプリアス領域における不要発射の強度（送信相互変調） 

(ｱ) 基地局 

希望波を定格出力で送信した状態で、希望波から 1 チャネル及び 2 チャネル離れた

妨害波を希望波の定格出力より 30dB低い送信電力で加えた場合において発生する相互

変調波の電力が、不要発射の強度の許容値及び隣接チャネル漏洩電力の許容値以下で

あること。 

(ｲ) 中継局 

基地局と同様とする。 

 

コ 搬送波を送信していないときの漏洩電力 

(ｱ) 移動局 

-30dBm以下 

(ｲ) 基地局 

-30dBm以下 

(ｳ) 小電力レピータ 

-30dBm以下 

 

サ 送信空中線絶対利得 

(ｱ) 移動局 

4dBi以下 

(ｲ) 基地局 

17dBi以下 

(ｳ) 小電力レピータ 
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4dBi以下 

 

シ 筐体輻射 

受信待受状態において、等価等方輻射電力にて、 

1GHz未満のとき 4nW以下 

1GHz以上のとき 20nW以下 

であること。 

 

ス 帯域外利得（小電力レピータ非再生中継方式のみ適用） 

・割当周波数帯域端から 5MHz離れた周波数において、利得 35dB以下であること。 

・割当周波数帯域端から 10MHz離れた周波数において、利得 20dB以下であること。 

・割当周波数帯域端から 40MHz離れた周波数において、利得 0dB以下であること。 

 

(2) 受信装置 

ア キャリアアグリゲーション 

移動局及び小電力レピータ（基地局対向）については、キャリアアグリゲーション

で受信可能な搬送波の組合せで受信した状態において、搬送波ごとにイからオに定め

る技術的条件を満たすこととする。ただし、それぞれの項目において別に定めがある

場合は、この限りでない。 

 

イ 受信感度 

受信感度は、QPSK で変調された信号を規定の品質（最大スループットの 95%以上）で

受信するために必要な空中線端子で測定した最小受信電力であり静特性下において以下

に示す値（基準感度）以下であること。 

静特性 

移動局： -94dBm 以下 

基地局： -101.5dBm 以下 

小電力レピータ：-94dBm以下（再生中継方式のみ適用） 

 

ウ スプリアスレスポンス 

スプリアスレスポンスは、一の無変調妨害波存在下で希望信号を受信する受信機能力

の尺度であり、以下の条件で希望波と無変調妨害波を加えたとき、QPSK で変調された信号

を規定の品質（最大スループットの 95%以上）で受信できること。 

静特性 

移動局：希望波 基準感度+9dB、無変調妨害波：-44dBm 

基地局：希望波 基準感度+6dB、無変調妨害波：-45dBm 

小電力レピータ：希望波 基準感度+9dB、無変調妨害波：-44dBm 

      （再生中継方式のみ適用） 
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エ 隣接チャネル選択度 

隣接チャネル選択度は、隣接する搬送波の周波数に配置された変調妨害波の存在下で

希望信号を受信する受信機能力の尺度であり、以下の条件で希望波と隣接帯域の変調妨害

波を加えたとき、QPSKで変調された信号を規定の品質（最大スループットの 95%以上）で

受信できること。 

静特性 

移動局：希望波 基準感度+14dB、変調妨害波：-54.5dBm 

基地局：希望波 基準感度+6dB、変調妨害波：-52dBm 

小電力レピータ：希望波 基準感度+14dB、変調妨害波：-54.5dBm 

 （再生中継方式のみ適用） 

 

オ 相互変調特性 

3次相互変調の関係にある電力が等しい2つの無変調妨害波又は一方が変調された妨害

波の存在下で希望信号を受信する受信機能力の尺度であり、以下の条件で希望波と 3次相

互変調を生ずる関係にある無変調波と変調波の 2つの妨害波を加えたとき、QPSKで変調さ

れた信号を規定の品質（最大スループットの 95%以上）で受信できること。 

静特性 

移動局：希望波：基準感度+9dB 

無変調妨害波（隣接チャネル） ： -46dBm 

変調妨害波（次隣接チャネル） ： -46dBm 

基地局：希望波：基準感度+6dB 

無変調妨害波（隣接チャネル） ： -52dBm 

変調妨害波（次隣接チャネル） ： -52dBm 

小電力レピータ：希望波：基準感度+9dB 

無変調妨害波（隣接チャネル） ： -46dBm 

変調妨害波（次隣接チャネル） ： -46dBm 

 （再生中継方式のみ適用） 

カ 副次的に発する電波等の限度 

受信状態において、空中線端子から発射される電力 

9kHzから 150kHz   ： -54dBm/kHz以下 

150kHzから 30MHz  ： -54dBm/10kHz以下 

30MHzから 1000MHz ： -54dBm/100kHz以下 

1000MHz超え       ： -47dBm/MHz以下 

 

(3) その他必要な機能（小電力レピータのみ適用） 

ア 包括して免許の申請を可能とするための機能 

｢通信の相手方である無線局からの電波を受けることによって自動的に選択される周
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波数の電波のみを発射する｣こと。 

イ その他、陸上移動局として必要な機能（非再生中継方式のみ適用） 

周囲の他の無線局への干渉を防止するための発振防止機能を有すること。 

 

３．２．３ 測定法 

３．２．３．１ 移動局、基地局 

XGP の測定法は、国内で適用されている測定法に準ずることが適当であるが、今後、国際

電気標準会議（IEC）等の国際的な動向を踏まえて対応することが望ましい。 

XGP は、複数の送受信空中線（MIMO やアダプティブアレーアンテナ等の複数の送信増幅部

含む無線設備）を有する送受信装置が一般的であると考えられるため、複数の空中線を前提

とした測定方法としている。 

  

(1) 送信装置 

ア 周波数の偏差 

無変調波（搬送波）を送信した状態で、周波数計を用いて測定（バースト波にあって

はバースト内の平均値）する。複数の空中線端子を有する場合は空中線端子ごとに測定し、

それぞれの測定値のうち周波数偏差が最大となる値を周波数の偏差とすることが適当で

ある。ただし、同一の基準周波数に位相同期している等が証明された場合には一の空中線

端子にて測定することができる。 

また、波形解析器等専用の測定器を用いる場合は変調状態として測定することができ

る。 

 

イ 占有周波数帯幅 

標準符号化試験信号（符号長 511ビット 2値疑似雑音系列等。）を入力信号として加え

たときに得られるスペクトル分布の全電力をスペクトルアナライザ等を用いて測定し、ス

ペクトル分布の上限及び下限部分における電力の和が、それぞれ全電力の 0.5%となる周波

数幅を測定する。複数の空中線端子を有する場合は空中線端子ごとに測定し、それぞれの

空中線端子にて測定した値のうち最大となる値を占有周波数帯幅とすることが適当であ

る。 

ただし、空中線端子ごとに発射する周波数が異なる場合は、各空中線端子を校正され

た RF 結合器等で結合し、全ての空中線端子からの信号を合成して測定することが適当で

ある。 

移動局において一の送信装置から連続した複数波を同時に発射する場合は、搬送波を

同時に発射した状態で測定を行うこと。 

 

ウ 空中線電力 

標準符号化試験信号を入力信号端子に加えたときの平均電力を、高周波電力計を用い

て測定する。 
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複数の空中線端子を有する場合は空中線端子ごとに測定し、それぞれの空中線端子に

て測定した値の総和を空中線電力とすること。 

また、連続送信波により測定することが望ましいが、バースト送信波にて測定する場

合は、送信時間率が最大となるバースト繰り返し周期よりも十分長い期間における平均電

力を測定し、その測定値に送信時間率の逆数を乗じて平均電力とすることが適当である。

ただし、アダプティブアレーアンテナ（個々の空中線の電力及び位相を制御することによ

って空中線の指向特性を制御するものであって、一の空中線の電力を増加させた場合、他

の空中線の電力を低下させることによって、複数空中線の総電力を一定に制御する機能を

有するもの。）の場合にあっては、空中線電力の総和が最大となる状態にて測定すること。 

移動局において一の送信装置から複数波を同時に発射する場合は、搬送波を同時に発

射した状態で測定を行うこと。 

 

エ 隣接チャネル漏洩電力 

標準符号化試験信号を入力信号とし、バースト波にあっては、規定の隣接チャネル帯

域内の電力についてスペクトルアナライザ等を用い、掃引速度が 1サンプル点あたり 1個

以上のバーストが入るようにし、ピーク検波、マックスホールドモードで測定する。複数

の空中線端子を有する場合は空中線端子ごとに測定し、それぞれの空中線端子にて測定し

た値の総和を隣接チャネル漏洩電力とすること。連続波にあっては、電力測定受信機又は

スペクトルアナライザを用いて規定の隣接チャネル帯域の電力を測定し、それぞれの測定

値の総和を隣接チャネル漏洩電力とすることが適当である。ただし、アダプティブアレー

アンテナの場合にあっては、一の空中線電力を最大にした状態で空中線電力の総和が最大

となる状態等で測定すること。 

また、一の送信装置から複数波を同時に発射する場合は、搬送波を同時に発射した状

態で測定を行うこと。複数波同時発射時に規定の測定帯域幅に満たない場合は、分解能帯

域幅に応じた値を 10logで換算した値を基準値とみなして測定することが適当である。 

 

オ スペクトルマスク 

標準符号化試験信号を入力信号として加えたときの規定の離調周波数の平均電力（バ

ースト波にあってはバースト内の平均電力）を、スペクトルアナライザを用いて測定する。

複数の空中線端子を有する場合は空中線端子ごとに測定し、それぞれの空中線端子にて測

定した値の総和を不要発射の強度とすること。この場合において、スペクトルアナライザ

の分解能帯域幅は参照帯域幅より狭くして測定し参照帯域幅内の電力に換算することが

適当である。ただし、アダプティブアレーアンテナの場合にあっては、一の空中線電力を

最大にした状態で空中線電力の総和が最大となる状態等で測定すること。 

また、一の送信装置から複数波を同時に発射する場合は、搬送波を同時に発射した状

態で測定を行うこと。 

 

 



- 53 - 
 

カ スプリアス領域における不要発射の強度 

スプリアス領域における不要発射の強度の測定は、以下のとおりとすることが適当で

ある。 

この場合において、スプリアス領域における不要発射の強度の測定を行う周波数範囲

については、可能な限り 9kHzから 110GHzまでとすることが望ましいが、当面の間は 30MHz

から第 5 次高調波までとすることができる。 

標準符号化試験信号を入力信号として加えたときの不要発射の平均電力（バースト波

にあってはバースト内の平均電力）を、スペクトルアナライザを用いて測定する。複数の

空中線端子を有する場合は空中線端子ごとに測定し、それぞれの空中線端子にて測定した

値の総和を不要発射の強度とすること。この場合において、スペクトルアナライザの分解

能帯域幅は参照帯域幅に設定することが適当である。ただし、アダプティブアレーアンテ

ナの場合にあっては、一の空中線電力を最大にした状態で空中線電力の総和が最大となる

状態等で測定すること。 

また、一の送信装置から複数波を同時に発射する場合は、搬送波を同時に発射した状

態で測定を行うこと。 

 

キ スプリアス領域における不要発射の強度（送信相互変調） 

基地局及び中継局 

希望波を定格出力で送信している状態において、希望波から 1 チャネル及び 2 チャネ

ル離れた無変調妨害波を規定の電力で加えた場合において発生する相互変調波の電力を

測定する。 

複数の空中線端子を有する場合は空中線端子ごとに測定し、それぞれの空中線端子に

て測定した値の総和を相互変調の強度とすること。ただし、アダプティブアレーアンテナ

の場合にあっては、一の空中線電力を最大にした状態で空中線電力の総和が最大となる状

態等で測定すること。 

また、一の送信装置から複数波を同時に発射する場合は、搬送波を同時に発射した状

態で測定を行うこと。なお連続した周波数配置による複数波同時発射の場合、測定対象と

する周波数帯から最も離れた周波数の搬送波から１チャネル及び２チャネル離れた無変

調妨害波を規定の電力で加えた場合において発生する相互変調波の電力を測定する。また

不連続な周波数配置による複数波同時発射の場合、測定対象となる搬送波から１チャネル

または２チャネル離れた位置に他の同時発射される搬送波が配置されている場合は、測定

対象外とする。 

 

ク 搬送波を送信していないときの漏洩電力 

搬送波を送信していない状態において、送信周波数帯域内の規定の周波数幅の電力を

スペクトルアナライザ等を用いて測定する。複数の空中線端子を有する場合は空中線端子

ごとに測定し、それぞれの空中線端子にて測定した値の総和を搬送波を送信していないと

きの漏洩電力とすること。 
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ケ 送信同期 

送信バースト繰り返し周期及び送信バースト長 

スペクトルアナライザの中心周波数を試験周波数として、掃引周波数幅を 0Hz（ゼロス

パン）として測定する。ただし、十分な時間分解能が得られない場合は、広帯域検波器を

用いオシロスコープ又は、周波数カウンタ等の測定器を用いて測定することが望ましい。

この場合において、複数の空中線端子を有する場合は各空中線端子を校正された RF 結合

器で結合し、全ての送信装置からの信号を合成して測定することが適当である。 

 

(2) 受信装置 

ア 受信感度 

標準信号発生器から規定の変調方式で変調された信号を加え、規定の品質（規定のスル

ープット）になるときの空中線端子で測定した最小受信電力であり静特性下において許容

値（基準感度）以下であること。 

 

イ スプリアスレスポンス 

標準信号発生器から規定の変調方式で変調された信号を加え、標準信号発生器のレベ

ルを技術基準で定められる希望波レベルとする。一の無変調妨害波を技術基準で規定され

る妨害波レベルとして、周波数を掃引し、規定の品質（規定のスループット）以上で受信

できることを確認する。 

 

ウ 隣接チャネル選択度 

標準信号発生器から規定の変調信号で変調された信号を加え、標準信号発生器のレベ

ルを技術基準で定められる希望波レベルとする。別の標準信号発生器から隣接する搬送波

の周波数に配置された変調波を隣接妨害波とし技術基準で規定される妨害波レベルとし

て、規定の品質（規定のスループット）以上で受信できることを確認する。 

 

エ 相互変調特性 

標準信号発生器から規定の変調信号で変調された信号を加え、標準信号発生器のレベ

ルを技術基準で定められる希望波レベルとする。別の標準信号発生器から 3次相互変調の

関係にある電力が等しい妨害波として隣接チャネル周波数の無変調波と次隣接チャネル

周波数の変調波の 2つの妨害波を技術基準で規定される妨害波レベルとして、規定の品質

（規定のスループット）以上で受信できることを確認する。 

 

オ 副次的に発する電波等の限度 

スペクトルアナライザを用いて測定する。複数の空中線端子を有する場合は空中線端

子ごとに測定し、それぞれの空中線端子にて測定した値の総和を副次的に発する電波等の

限度とすること。 
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この場合、スペクトルアナライザの分解能帯域幅は、測定帯域幅に設定することが適

当である。 

 

３．２．３．２ 小電力レピータ非再生中継方式 

レピータには下り方向（対移動対向）と上り方向（対基地対向）の２つの異なる送受信機

能が存在する為、測定では下り方向と上り方向をそれぞれ測定する必要がある。また、国内

で適応されている測定法に準ずることが適当であるが、今後、国際電気標準会議（IEC）等の

国際的な動向を踏まえて対応することが望ましい。 

 

(1) 送信装置 

ア 周波数の偏差 

標準信号発生器等の信号源から無変調波（搬送波）を送信した状態で、周波数計を用

いて測定（バースト波にあってはバースト内の平均値）する。複数の空中線端子を有する

場合は空中線端子毎に測定し、それぞれの測定値のうち周波数偏差が最大となる値を周波

数偏差とすることが適当である。ただし、同一の基準周波数に位相同期している等が証明

された場合は一の空中線端子にて測定することができる。また、波形解析装置等専用の測

定器を用いる場合は、変調状態として測定することができる。 

 

イ 占有周波数帯幅 

標準信号発生器等の信号源から標準符号化試験信号（符号長 511 ビット 2 値疑似雑音

系列等。）等により変調をかけた信号を入力信号として加え、被試験機を送信電力が最大

となる状態で送信するように設定する。このときに得られるスペクトル分布の全電力をス

ペクトルアナライザ等を用いて測定し、スペクトル分布の上限及び下限部分における電力

の和が、それぞれ全電力の 0.5%となる周波数幅を測定する。複数の空中線端子を有する場

合は空中線端子ごとに測定し、それぞれの測定値のうち最大となる値を占有周波数帯幅と

することが適当である。 

小電力レピータ（基地局対向）において一の送信装置から連続した複数波を同時に発

射する場合は、搬送波を同時に発射した状態で測定を行うこと。 

 

ウ 空中線電力 

標準信号発生器等の信号源から標準符号化試験信号等により変調をかけた信号を入力信

号として加え、被試験機を送信電力が最大となる状態で送信するように設定し、そのとき

の送信電力を高周波電力計を用いて測定する。複数の空中線端子を有する場合は空中線端

子ごとに測定し、それぞれの総和を空中線電力とすることが適当である。また、連続送信

波にて測定することが望ましいが、バースト波にて測定する場合は、送信時間率が最大と

なるバースト繰り返し周期よりも十分長い期間における平均電力を測定し、その測定値に

送信時間率の逆数を乗じることにより空中線電力とすることができる。 

小電力レピータ（基地局対向）において一の送信装置から複数波を同時に発射する場合
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は、搬送波を同時に発射した状態で測定を行うこと。 

 

エ 帯域外利得 

当該割当周波数帯域端から技術的条件で定められた周波数だけ離れた周波数において、

標準信号発生器等の信号源から無変調連続波を加え、入力信号レベルに対する出力信号レ

ベルの比を帯域外利得とする。なお、送信電力が最大となる状態で送信する状態と送信電

力が最大となる状態から１０ｄＢ低いレベルで送信する状態で測定する。 

 

オ 隣接チャネル漏えい電力 

標準信号発生器等の信号源から標準符号化試験信号等により変調をかけた信号を入力信

号として加え、被試験機を送信電力が最大となる状態で送信するように設定する。バース

ト波にあっては、規定の隣接チャネル帯域内の電力についてスペクトルアナライザ等を用

い、掃引速度が 1 サンプル点あたり 1 個以上のバーストが入るようにし、ピーク検波、マ

ックスホールドモードで測定する。複数の空中線端子を有する場合は空中線端子ごとに測

定し、それぞれの空中線端子にて測定した値の総和を隣接チャネル漏えい電力とすること。

連続波にあっては、電力測定受信機又はスペクトラムアナライザを用いて規定の隣接チャ

ネル帯域の電力を測定し、それぞれの測定値の総和を隣接チャネル漏えい電力とすること

が適当である。 

小電力レピータ（基地局対向）において一の送信装置から複数波を同時に発射する場合

は、搬送波を同時に発射した状態で測定を行うこと。 

 

カ スペクトラムマスク 

信号発生器等の信号源から標準符号化試験信号等により変調をかけた信号を入力信号と

して加え、被試験機を送信電力が最大となる状態で送信するように設定する。このときの

規定の離調周波数の平均電力（バースト波にあってはバースト内の平均電力）を、スペク

トルアナライザを用いて測定する。複数の空中線端子を有する場合は空中線端子ごとに測

定し、それぞれの空中線端子にて測定した値の総和を不要発射の強度とすること。この場

合において、スペクトルアナライザの分解能帯域幅は参照帯域幅より狭くして測定し参照

帯域幅内の電力に換算することが適当である。 

小電力レピータ（基地局対向）において一の送信装置から複数波を同時に発射する場合

は、搬送波を同時に発射した状態で測定を行うこと。 

 

キ スプリアス領域における不要発射の強度 

スプリアス領域における不要発射の強度の測定は、以下のとおりとすることが適当であ

る。この場合において、スプリアス領域における不要発射の強度の測定を行う周波数範囲

については、可能な限り 9kHz から 110GHz までとすることが望ましいが、当面の間は 30MHz 

から第 5 次高調波までとすることができる。標準信号発生器等の信号源から標準符号化試

験信号等により変調をかけた信号を入力信号として加え、被試験機を送信電力が最大とな
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る状態で送信するように設定する。このときの不要発射の平均電力（バースト波にあって

はバースト内の平均電力）を、スペクトルアナラザを用いて測定する。複数の空中線端子

を有する場合は空中線端子ごとに測定し、それぞれの空中線端子にて測定した値の総和を

不要発射の強度とすること。この場合において、スペクトルアナライザの分解能帯域幅は

参照帯域幅に設定することが適当である。 

小電力レピータ（基地局対向）において一の送信装置から複数波を同時に発射する場合

は、搬送波を同時に発射した状態で測定を行うこと。 

 

(2) 受信装置 

ア 副次的に発する電波等の限度 

被試験機を受信状態にし、受信入力端子に接続されたスペクトルアナライザにより、分

解能帯域幅を技術的条件により定められた測定帯域幅とし、規定される周波数範囲毎に副次

的に発する電波の強度を測定する。複数の空中線端子を有する場合は、空中線端子毎に測定

し、それぞれの測定値の総和を副次的に発する電波等の限度とすること。 

 

(3) 包括して免許の申請を可能とするための機能の測定 

以下のいずれかの方法にて測定する。 

(ｱ) 受信する電波のうち、自システムの基地局又は陸上移動局からの通信のみを中継開

始することをスペクトルアナライザ等にて確認する。 

(ｲ) 基地局からの円滑操作により、レピータの動作が停止（利得 0dB 以下）しているこ

とをスペクトルアナライザ等にて確認すること。 

 

(4) 運用中の設備における測定 

運用中の無線局における設備の測定については、ア及びイの測定法によるほか、ア及び

イの測定法と技術的に同等と認められる方法によることが出来る。 

 

３．２．３．３ 小電力レピータ再生中継方式 

レピータには下り方向（移動局対向）と上り方向（基地局対向）の２つの異なる送受信機能

が存在する為、測定では下り方向と上り方向をそれぞれ測定する必要がある。また、国内で適

応されている測定法に準ずることが適当であるが、今後、国際電気標準会議（IEC）等の国際的

な動向を踏まえて対応することが望ましい。複数の送受信空中線（MIMO やアダプティブアレー

アンテナ等の複数の送信増幅部含む無線設備）を有する送受信装置が一般的であると考えられ

るため、複数の空中線を前提とした測定方法としている。 

 

(1) 送信装置 

ア 周波数の偏差 

無変調波（搬送波）を送信した状態で、周波数計を用いて測定（バースト波にあっては

バースト内の平均値）する。複数の空中線端子を有する場合は空中線端子ごとに測定し、
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それぞれの測定値のうち周波数偏差が最大となる値を周波数の偏差とすることが適当であ

る。ただし、同一の基準周波数に位相同期している等が証明された場合には一の空中線端

子にて測定することができる。また、波形解析器等専用の測定器を用いる場合は変調状態

として測定することができる。 

 

イ 占有周波数帯幅 

標準符号化試験信号（符号長 511 ビット 2 値疑似雑音系列等。）を入力信号として加え

たときに得られるスペクトル分布の全電力をスペクトルアナライザ等を用いて測定し、ス

ペクトル分布の上限及び下限部分における電力の和が、それぞれ全電力の 0.5%となる周波

数幅を測定する。複数の空中線端子を有する場合は空中線端子ごとに測定し、それぞれの

空中線端子にて測定した値のうち最大となる値を占有周波数帯幅とすることが適当である。

ただし、空中線端子ごとに発射する周波数が異なる場合は、各空中線端子を校正された RF 

結合器等で結合し、全ての空中線端子からの信号を合成して測定することが適当である。 

小電力レピータ（基地局対向）において一の送信装置から連続した複数波を同時に発射

する場合は、搬送波を同時に発射した状態で測定を行うこと。 

 

ウ 空中線電力 

標準符号化試験信号を入力信号端子に加えたときの平均電力を、高周波電力計を用いて

測定する。複数の空中線端子を有する場合は空中線端子ごとに測定し、それぞれの空中線

端子にて測定した値の総和を空中線電力とすること。また、連続送信波により測定するこ

とが望ましいが、バースト送信波にて測定する場合は、送信時間率が最大となるバースト

繰り返し周期よりも十分長い期間における平均電力を測定し、その測定値に送信時間率の

逆数を乗じて平均電力とすることが適当である。ただし、アダプティブアレーアンテナ

（個々の空中線の電力及び位相を制御することによって空中線の指向特性を制御するもの

であって、一の空中線の電力を増加させた場合、他の空中線の電力を低下させることによ

って、複数空中線の総電力を一定に制御する機能を有するもの。）の場合にあっては、空中

線電力の総和が最大となる状態にて測定すること。 

小電力レピータ（基地局対向）において一の送信装置から複数波を同時に発射する場合

は、搬送波を同時に発射した状態で測定を行うこと。 

 

エ 隣接チャネル漏えい電力 

標準符号化試験信号を入力信号とし、バースト波にあっては、規定の隣接チャネル帯域

内の電力についてスペクトルアナライザ等を用い、掃引速度が 1 サンプル点あたり 1 個以

上のバーストが入るようにし、ピーク検波、マックスホールドモードで測定する。複数の

空中線端子を有する場合は空中線端子ごとに測定し、それぞれの空中線端子にて測定した

値の総和を隣接チャネル漏えい電力とすること。連続波にあっては、電力測定受信機又は

スペクトラムアナライザを用いて規定の隣接チャネル帯域の電力を測定し、それぞれの測

定値の総和を隣接チャネル漏えい電力とすることが適当である。ただし、アダプティブア
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レーアンテナの場合にあっては、一の空中線電力を最大にした状態で空中線電力の総和が

最大となる状態等で測定すること。 

小電力レピータ（基地局対向）において一の送信装置から複数波を同時に発射する場合

は、搬送波を同時に発射した状態で測定を行うこと。 

 

オ スペクトルマスク 

標準符号化試験信号を入力信号として加えたときの規定の離調周波数の平均電力（バー

スト波にあってはバースト内の平均電力）を、スペクトルアナライザを用いて測定する。

複数の空中線端子を有する場合は空中線端子ごとに測定し、それぞれの空中線端子にて測

定した値の総和を不要発射の強度とすること。この場合において、スペクトルアナライザ

の分解能帯域幅は参照帯域幅より狭くして測定し参照帯域幅内の電力に換算することが適

当である。ただし、アダプティブアレーアンテナの場合にあっては、一の空中線電力を最

大にした状態で空中線電力の総和が最大となる状態等で測定すること。 

小電力レピータ（基地局対向）において一の送信装置から複数波を同時に発射する場合

は、搬送波を同時に発射した状態で測定を行うこと。 

 

カ スプリアス領域における不要発射の強度 

スプリアス領域における不要発射の強度の測定は、以下のとおりとすることが適当であ

る。この場合において、スプリアス領域における不要発射の強度の測定を行う周波数範囲

については、可能な限り 9kHz から 110GHz までとすることが望ましいが、当面の間は 30MHz 

から第 5 次高調波までとすることができる。標準符号化試験信号を入力信号として加えた

ときの不要発射の平均電力（バースト波にあってはバースト内の平均電力）を、スペクト

ルアナラザを用いて測定する。複数の空中線端子を有する場合は空中線端子ごとに測定し、

それぞれの空中線端子にて測定した値の総和を不要発射の強度とすること。この場合にお

いて、スペクトルアナライザの分解能帯域幅は参照帯域幅に設定することが適当である。

ただし、アダプティブアレーアンテナの場合にあっては、一の空中線電力を最大にした状

態で空中線電力の総和が最大となる状態等で測定すること。 

小電力レピータ（基地局対向）において一の送信装置から複数波を同時に発射する場合

は、搬送波を同時に発射した状態で測定を行うこと。 

 

キ 搬送波を送信していないときの漏えい電力 

搬送波を送信していない状態において、送信周波数帯域内の規定の周波数幅の電力をス

ペクトルアナライザ等を用いて測定する。複数の空中線端子を有する場合は空中線端子ご

とに測定し、それぞれの空中線端子にて測定した値の総和を搬送波を送信していないとき

の漏えい電力とすること。 

 

ク 送信同期 

送信バースト繰り返し周期及び送信バースト長 
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スペクトルアナライザの中心周波数を試験周波数として、掃引周波数幅を 0Hz（ゼロス

パン）として測定する。ただし、十分な時間分解能が得られない場合は、広帯域検波器を

用いオシロスコープまたは、周波数カウンタ等の測定器を用いて測定することが望ましい。

この場合において、複数の空中線端子を有する場合は各空中線端子を校正された RF 結合

器で結合し、全ての送信装置からの信号を合成して測定することが適当である。 

 

(2) 受信装置 

ア 受信感度 

標準信号発生器から規定の変調方式で変調された信号を加え、規定の品質（規定のスル

ープット）になるときの空中線端子で測定した最小受信電力であり静特性下において許容

値（基準感度）以下であること。 

 

イ スプリアスレスポンス 

標準信号発生器から規定の変調方式で変調された信号を加え、標準信号発生器のレベル

を技術基準で定められる希望波レベルとする。一の無変調妨害波を技術基準で規定される

妨害波レベルとして、周波数を掃引し、規定の品質（規定のスループット）以上で受信で

きることを確認する。 

 

ウ 隣接チャネル選択度 

標準信号発生器から規定の変調信号で変調された信号を加え、標準信号発生器のレベル

を技術基準で定められる希望波レベルとする。別の標準信号発生器から隣接する搬送波の

周波数に配置された変調波を隣接妨害波とし技術基準で規定される妨害波レベルとして、

規定の品質（規定のスループット）以上で受信できることを確認する。 

 

エ 相互変調特性 

標準信号発生器から規定の変調信号で変調された信号を加え、標準信号発生器のレベル

を技術基準で定められる希望波レベルとする。別の標準信号発生器から 3 次相互変調の関

係にある電力が等しい妨害波として隣接チャネル周波数の無変調波と次隣接チャネル周波

数の変調波の 2 つの妨害波を技術基準で規定される妨害波レベルとして、規定の品質（規

定のスループット）以上で受信できることを確認する。 

 

オ 副次的に発する電波等の限度 

スペクトルアナライザを用いて測定する。複数の空中線端子を有する場合は空中線端子

ごとに測定し、それぞれの空中線端子にて測定した値の総和を副次的に発する電波等の限

度とすること。この場合、スペクトルアナライザの分解能帯域幅は、測定帯域幅に設定す

ることが適当である。 
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(3) 包括して免許の申請を可能とするための機能の測定 

以下のいずれかの方法にて測定する。 

(ｱ) 受信する電波のうち、自システムの基地局又は陸上移動局からの通信のみを中継開

始することをスペクトルアナライザ等にて確認する。 

(ｲ) 基地局等からの円滑操作により、レピータの動作が停止していることをスペクトル

アナライザ等にて確認すること。 

 

(4) 運用中の設備における測定 

運用中の無線局における設備の測定については、ア及びイの測定法によるほか、ア及びイ

の測定法と技術的に同等と認められる方法によることが出来る。 

 

３．２．４ 端末設備として移動局に求められる技術的な条件 

以下の点を除き、情報通信審議会諮問第 81 号「携帯電話等の周波数有効利用方策」のうち

「2GHz 帯における IMT-2000（TDD 方式）の技術的条件」（平成 17 年 5 月 30 日）の答申により

示された技術的な条件に準ずるものとする。 

 

(1) 送信タイミング 

標準送信タイミングは、基地局から受信したフレームに同期させ、かつ基地局から指定さ

れるチャネルおいて送信を開始するものとし、その送信の開始時点の偏差は±208ns の範囲

にあること。 

 

(2) ランダムアクセス制御 

ア ランダムアクセス制御信号の送信は、基地局からの制御信号に同期して行うものである

こと。 

イ ランダムアクセス制御信号を送信した後、基地局から 1.2秒以内に通信チャネルを指定

する信号を受信した場合は、指定された通信チャネルにおいて情報の送信を開始するもの

であること。 

ウ 基地局からの通信チャネルを指定する信号が受信できなかった場合にあっては、不規則

な遅延時間の後に(ア)以降の動作を行うものであること。ただし、この動作の回数は 200

回を超えてはならない。 

 

(3) 基地局に受信レベルを通知する機能 

基地局から指定された条件に基づき、周辺基地局の指定された参照信号の受信レベルにつ

いて検出を行い、周辺基地局の受信レベルが基地局から指定された条件を満たす場合は、そ

の結果を基地局に通知する機能を有すること。 

 

３．２．５ その他 

国内標準化団体等では、無線インターフェースの詳細仕様や高度化に向けた検討が引き続き
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行われていることから、今後、これらの国際的な動向等を踏まえつつ、技術的な検討が不要な

事項について、国際的な整合性を早期に確保する観点から、適切かつ速やかに国際標準の内容

を技術基準に反映していくことが望ましい。 
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Ⅴ 検討結果 

携帯電話等高度化委員会は、情報通信審議会諮問第 2021 号「2.5GHz 帯を使用する広帯域移動無

線アクセスシステムの技術的条件」（平成 18年２月 27日諮問）のうち「広帯域移動無線アクセスシ

ステムの高度化に関する技術的条件」について、別添のとおりを取りまとめた。 
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